
第１節 流域全体として捉えた水環境の保全

第１ 健全な水循環の保持

１ 水源のかん養
流域ごとの健全な水循環という視点でみる
と、農山村地域においては、過疎化と高齢化、
林業採算性の低下によって森林の手入れ不足と
農地の耕作放棄が進行し、水源かん養機能等の
低下が懸念されているため、間伐の促進や保安
林の指定による森林の整備及び保全、中山間地
域等直接支払制度による農地の保全の取り組み
を行っています。

（１）森林整備保全事業の推進
＜森林管理課＞

県では、森林の水源かん養機能等の維持増進
を目的として保安林を指定しています。令和２
年度末現在の県内の保安林は８５１百 ha で、保安
林率は３０％です。
このほか、放置竹林の除去や、野生獣の出没
抑制に向けた里山林の整備等を実施しました。

（２）中山間地域等直接支払制度による農地の保全
＜里山振興室＞

県では、農業の担い手の減少や耕作放棄地の

増加などによって、国土保全や水源のかん養な
ど公益的機能の低下が特に懸念されている中山
間地域において、農業生産の維持を図りつつ公
益的機能を確保するために、中山間地域等直接
支払制度を実施しています。
この制度は、集落の話し合いに基づき、５年
間にわたり、農用地の維持・管理や農道・水路
の改修・草刈り等を行う農業者等に対し、交付
金が交付される制度です。
令和３年度末現在、約４，９４６ha の農用地で制
度を実施しています。

２ 河川の水量の確保
上水道や農業用水などの水源として利用され
ている河川においては、これまで夏場の渇水期
に度々河川水が枯渇し、溜まり水による悪臭
等、無水・減水区間の発生などが見られまし
た。そのため、河川の無水・減水区間の解消に

第４章 生活環境の保全

第４章では、私たちの生活の基盤である、健全で恵み豊かな水環境、大気環境、土壌環境を守り育
てること及び環境美化、修景、景観形成といったうるおい豊かな生活環境づくりに関することなどに
ついてまとめています。

現状と課題
本県は、豊かな水と良好な大気に恵まれ、地域ごとに歴史的文化的な景観も残っており、これらの
生活環境は将来世代に引き継ぐべき貴重な財産となっています。
しかしながら、森林の手入れ不足等による水源かん養機能の低下や閉鎖性水域での水質汚濁など健
全な水環境を維持していくうえでの課題、大気汚染防止、悪臭防止、騒音対策などの課題、土壌環境
に関する課題、化学物質による環境汚染の未然防止やごみの散乱防止、開発行為による環境影響を最
小限にするといった課題があります。

（単位：百 ha）

区 分
森林
面積

保安林
面積

うち水源かん
養保安林面積

保安林率
（％）

民有林 ２，５１５ ５１３ ３８１ ２０
国有林 ３４６ ３３８ ３２６ ９８
合 計 ２，８６１ ８５１ ７０７ ３０

表１ 保安林の指定率（令和３年度）
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向けて適切な流水量を維持する取り組みを行っ
ています。

（１）犀川水系の３ダム連携
＜河川課＞

犀川水系においては、犀川ダム、内川ダム、
辰巳ダムの連携により、渇水時における川のせ
せらぎ流量を確保しています。

（２）無水・減水区間の解消の促進
＜河川課＞

取水により河川の流水が少ない発電ダム直下
流の区間においては、発電事業者等関係機関へ
協力を依頼し、これまで、１２箇所で河川維持流
量を確保しております。これにより、魚が棲
み、水生植物が茂る「川らしい川」の復元に取
り組んでいます。

（３）農業用取水量の適正化
＜農業基盤課＞

農業用水の安定的な確保と有効活用を進めな
がら、かんがい期間中の河川維持流量の確保の
ため、利水者間での水利調整に努めています。

３ 地下水使用の合理化
地域によっては、地下水のくみ上げ等による
地盤沈下がみられ、地下水の合理的な使用を図
る必要があります。

（１）地下水位、地盤変動の監視
＜環境政策課＞

① 地盤沈下の現況
地盤沈下は、地下水の過剰な揚水に伴う地下
水位の低下により粘土層が収縮することにより
生じる現象であり、一旦発生すれば、ほとんど
回復が不可能です。
本県においては、昭和４０年代に七尾港周辺に

おいて大きな地盤沈下がみられましたが、揚水
規制等により近年は沈静化しています。また、
金沢市西部地域では、近年消雪のための地下水
利用の増加等により地盤収縮がみられ、金沢市
では、消雪用井戸の新設が原則禁止されています。

ア 金沢・手取地域
地盤沈下の状況を観測するため、毎年水準測
量を実施し、基準となる点（水準点）の変動量
（地盤沈下量：単位mm）を把握しています。
図１は金沢・手取地域の主な地点の累計沈下量
であり金沢市北西部周辺地域で沈下が大きい傾
向がみられます。
今後ともこれらの観測を継続するとともに、
地下水利用の合理化及び節水の指導などにより
地盤沈下の防止を図っていくこととしています。

図１ 金沢・手取地域の主な地点の累計沈下量

イ 七尾地域
昭和４７年から令和３年までの主な水準点の累

計沈下量は、図２に示すとおりであり、地域全
体としては、地盤沈下は沈静化している傾向に
あります。
なお、平成１９年３月には、能登半島地震の影
響による断層のずれに起因する大きな沈下が見
られました。
地震後は沈静化しているものの、本地域の地
下水位、地盤収縮の状況について引き続き監視
することとしています。

② 地盤沈下防止対策
ア 地下水採取規制
県では、「ふるさと石川の環境を守り育てる
条例（ふるさと環境条例）」に基づき、吐出口
の断面積が６cm２を超える揚水設備により地下
水を採取しようとする者に対して、地盤沈下地
域では許可を、地盤沈下地域以外の地域では届
出を義務づけています。
図３に示した地盤沈下地域に指定されている
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七尾都市計画区域では、農業用以外の用途に地
下水を採取しようとする場合には許可が必要で
あり、地下水の採取位置の深さ及び揚水設備の
吐出口の断面積の大きさについて基準（図３注
釈）を満たす必要があります。
地盤沈下地域以外では、工業用または建築物
用の用途に地下水を採取しようとする場合には
届出が必要です。
また、地盤沈下地域及び金沢・手取地域にお
いて地下水を採取している場合、揚水機の吐出
口の断面積がそれぞれ１２cm２、５０cm２を超える
ものには水量測定器の設置と地下水採取量の報

告を義務づけています。さらに、金沢・手取地
域においては、前年度の地下水の年間総採取量
が４０万m３を超える事業所に、地下水使用合理
化計画書の提出を義務づけています。

イ 代替水源の確保
七尾地域では近傍河川の流量が少ないことか
ら、上水道水源として地下水への依存度が高い
状況にありましたが、昭和６１年４月から本地域
の地盤沈下対策の一つとして、県営水道用水供
給事業（鶴来浄水場）からの送水により一部水
源の切替えが行われています。

③ 手取川扇状地域の地下水保全
手取川扇状地域は、手取川が運搬した厚さ

１００m内外の砂礫層により形成されているため、
豊富な地下水資源に恵まれ、私たちの日常生活
や産業活動に多大な恩恵を与えてくれていま
す。
注：手取川扇状地域とは、地質的に手取川の扇状地

堆積物が分布している犀川・伏見川左岸から梯
川右岸までの範囲を指しています。

ア 地下水位の現況
地下水の過剰な揚水は地下水位の異常低下や
塩水化などの障害を引き起こすため、県では、
手取川扇状地域の地下水位の変動を観測してい
ます。（図４）
手取川扇状地域では、長期的な変動をみる
と、近年は横ばい又は上昇傾向にあります。ま
た、かんがい期に上昇、非かんがい期に低下す
る季節変動がみられましたが、近年その変動幅
は小さくなっています。手取川の右岸と左岸を
みると、右岸の扇状地中央部（図４⑥）では、
平成２年頃まで低下し、その後ほぼ横ばいで推
移していましたが、平成９年頃から再び低下
し、平成１４年頃から横ばいで推移しています。
左岸の扇状地中央部（図４⑧）では、平成１０年
頃までほぼ横ばいで推移していましたが、その
後低下し、平成１５年頃から再び横ばいで推移し
ています。
また、両地点ともに、平成２７年の手取川上流

図２ 七尾地域の主な地点の累計沈下量

注）許可の基準
（１）の地域 地下水の採取位置が地表面下２５０m以深で揚水設備の

吐出口断面積が７cm２以下
（２）の地域 地下水の採取位置が地表面下１００m以深で揚水設備の

吐出口断面積が１９cm２以下

図３ 七尾地域の地下水採取規制地域

第
２
部

第
４
章

生活環境の保全第４章

－ 64 －



図４ 手取川扇状地域における地下水位の変化
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域における土砂崩落が及ぼしたかん養量の減少
や、降水量が平年と比べて少なかった影響によ
り、一時的な地下水位低下がみられました。

イ 塩水化の状況
手取川扇状地域で手取川左岸の海に近い能美
市の道林地域で、塩化物イオン濃度が昭和５８年
度頃から増加傾向が続き、平成８年度以降は横
ばいの状態となっていました。平成１５年度に大
きく減少し、平成２１年度以降はほぼ横ばいの状
況です。（図５）

図５ 能美市道林観測井の塩化物イオン濃度の
経年変化（昭和５６年～令和３年度）

ウ 地下水の揚水量
手取川扇状地域の年間揚水量は、令和２年度

で約９，１３４万m３と推計されます。
用途別に見ると、工業用が４５．２％、水道用が

３１．５％、消雪用が１１．４％、建築物用が６．３％、
農業用が５．６％の割合でした。（図６）
市町別に見ると、能美市が３４．５％と最も多く、
次いで白山市、金沢市と続いています。（図７）
月別の地下水揚水量では、最も多かったの
は、１月（約１，２８６万m３）で、最も少なかった
のは４月（約６２３万m３）でした。農業用では５
～８月に、消雪用では、１２～２月に揚水量が増
えています。（図８）

（２）工場・事業場等に対する地下水の使用合理
化の指導 ＜環境政策課＞
地下水は、生活用水や工業用水などに広く利
用される資源であり、この貴重な地下水資源を
健全なかたちで将来に引き継ぐため、県では、
関係市町とともに、「ふるさと環境条例」に基

づき、地下水使用合理化指導の実施や地下水に
対する節水について啓発を行うなど、地下水の
適正利用を推進し、貴重な地下水資源が有効に
利用されるよう指導しています。

（３）消雪に係る地下水使用の抑制
＜道路整備課＞

坂道や橋梁等の特別な箇所を除いては、散水
を２系統に分けて交互に散水する方式を原則採
用するなど、地下水使用の抑制を図っていきま
す。

４ 水資源の循環的利用
下水処理水の再利用の推進 ＜都市計画課＞
下水処理場の処理水については、近年処理場

９１，３４３，８８９（㎥）

図６ 用途別の地下水揚水量（令和２年度）

９１，３４３，８８９（㎥）

図７ 市町別の地下水揚水量（令和２年度）

９１，３４３，８８９（㎥）

図８ 月別の地下水揚水量（令和２年度）
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内の消泡水や洗浄水のほか、場外に送水されて
修景・散水用水や工業用水等として再利用され
ています。また、地下水の汲み上げ抑制対策の
一環として道路消雪水にも再利用されていま
す。（表２）

表２ 下水処理水の再利用量の推移（場外利用）
単位：千m３

H２５ H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ R１ R２ R３
再利用量 ２７４ ３４８ ２２９ ２７９ ５９０ １７９ １１５ ３９１ ６２８

５ 水道水の安定確保
（１）水道未普及地域解消の促進

＜環境政策課＞
① 水道の普及状況
令和２年度末における水道普及率は、９８．６％

（行 政 区 域 内 人 口１，１２８，２７４人、給 水 人 口
１，１１２，７６０人）で、全国平均普及率の９８．１％を
やや上回っています。（図９）
このほかに、飲料水供給施設による給水人口

３，９０６人を加えると水道等の普及率は９９．０％と
なり、県内のほとんどの人が水道を利用してい
ることになります。
令和２年度末の水道施設数は、上水道１８施設

（給水人口１，０７８，５１３人）、簡易水道９１施設（同
３１，６５８人）、専用水道４７施設（同２，５８９人）です。
これらの他に「水道法」に基づく施設として、
水道用水供給事業の施設が１施設あります。
本県では、集落が散在する山間地や地下水の
豊富な地域においては、簡易水道に依存する割
合が高く、特に、金沢市山間部や手取川扇状地
域では簡易水道が数多くあります。しかし、今
後の施設更新等を計画的に行う観点から、財政

規模が小さい簡易水道については、既設簡易水
道への統合や上水道への統合が進められてお
り、近年の設置数はやや減少傾向です。

② 取水及び給水の状況
令和２年度における水道の年間取水量は、

１４８，１４０千m３で、水道施設別では、上水道が
１４３，２３１千m３、簡易水道が４，６７３千m３、専用水
道が２３６千m３であり、総取水量の約９６．６％が上
水道により取水されています。
また、水源別内訳では、ダムや河川水等の地
表水が６９．３％、深井戸等の地下水が３０．７％であ
り（図１０）、手取川ダムを水源とする県営水道
用水供給事業からの受水量が多いことから、安
定して水の供給が行われています。
一方、使用量の指標となる上水道の１人１日

当たり給水量は、平成２年の平均４３７ℓをピー
クに減少傾向となり、令和２年度は３４９ℓとな
っています。

③ 水道未普及地域の解消
本県の水道普及率は、９８．６％と全国的に見て

も高いレベルで推移していますが、一方では、
まだ約１万人の県民が水道の恩恵を受けていな
い状況となっています。特に、集落が散在する
山間地等では、まとまった水源がないことや建
設費が大きいことから、水道の整備が遅れてい
ます。
水道事業者である市町は、国庫補助制度等を

図９ 水道普及率の推移 図１０ 水道水源別年間取水量（令和２年度）
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活用することにより、水道新設や既存水道の拡
張事業を進め、水道普及率の一層の向上を進め
ていきます。

（２）災害に強い水道づくりの推進
① 水道施設の高度化・近代化

＜環境政策課＞
阪神・淡路大震災や新潟県中越地震、能登半

島地震、東日本大震災等では甚大な水道施設の
被害が発生し、地震や渇水等の災害に強い水道
づくりが求められています。
本県でも、水道事業者である市町が老朽設備
の改築や老朽管等の更新を進めていますが、基
幹水道構造物の耐震化を含めた高度化・近代化
を図るとともに、配水池遮断弁の設置や重要給
水施設配水管の整備など災害緊急時においても
確実な給水を目指していきます。

② 水道の広域化
＜環境政策課＞

県では、平成２９年３月に「石川県水道整備基
本構想」（第４次）（いしかわ水道ビジョン）を
策定しています。
本構想では、引き続き県内を加賀・能登南部
地域と能登北部地域の２広域圏とし、それぞ
れ、水道の統合や広域化を目指すこととしてい
ます。
なお、加賀・能登南部地域では、「広域的水

道整備計画」に基づく、県営水道用水供給事業
を核とした広域的整備により安定供給を図って
います。

③ 送水管の耐震化
＜水道企業課＞

県営水道用水供給事業では、七尾市以南の川
北町を除く９市４町に水道用水を供給していま
す。
水道施設については、平成１２年度以降、計画
的に浄水場等の主要な地上施設の耐震化を進め
てきましたが、地下に埋設されている送水管
は、１系統のため長時間送水を停止できないこ
とから、耐震化に着手できずにいました。

平成１９年３月に発生した能登半島地震では、
七尾市石崎町地内で、送水管の継ぎ手が外れる
漏水事故が発生し、能登島地区への送水が停止
する等の影響が出ました。このため、その対策
を検討した結果、既設送水管を補完する別ルー
トによる耐震管の設置が不可欠との結論にいた
りました。
県では、平成２２年度より新たに耐震管を約１３０
km埋設する送水管の２系統化事業を進めてお
り、災害時においても供給停止の事態とならな
いよう、ライフラインの確保に努めていきま
す。（図１１）

図１１ 県営水道の送水管耐震化事業

（３）持続可能で安定した水道づくりの推進
＜環境政策課＞

水道施設を健全な状態で次世代に引き継いで
いくためには、各水道事業者は中長期的な財政
収支の見通しに基づいた施設の更新、耐震化等
を計画的に実行し、水道施設を効率的かつ効果
的に管理運営することが求められています。
そのため、県では、各水道事業者に対して計
画的な施設更新、資金確保に関する取り組みを
進めるため、アセットマネジメントの推進を助
言しています。
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（参考）水道の種類
①上 水 道：給水人口が５，００１人以上の水道施設
②簡 易 水 道：給水人口が１０１人以上５，０００人以下

の水道施設
③専 用 水 道：自己水源をもち、給水人口が１０１人

以上の社宅や寄宿舎等又は１日最
大給水量が２０m３を超える自家用の
水道施設

④飲料水供給施設：給水人口が５０人以上１００人以下の小
規模な給水施設

⑤水道用水供給事業：水道事業者に対して水道用水を供
給する事業

第２ 良好で安全な水質の保全

１ 公共用水域等の水質浄化
水は自然の中で大循環を繰り返しており、水
質の悪化は、人の健康や生活環境、自然生態系
に大きな影響を与え、持続可能な水利用を妨げ
ることがあります。

（１）公共用水域（河川・湖沼・海域）の水質監
視の計画的実施 ＜環境政策課＞

① 公共用水域の水質基準
河川、湖沼、海域などを総称して公共用水域
と言います。公共用水域には、「環境基本法」に
基づき、水質汚濁に係る環境基準が設定されて
います。「環境基準」には大きく分けて２つの
種類があります。

ア 人の健康の保護に関する環境基準（健康項
目）
人の健康の保護に関する環境基準は、現在ま
でに重金属、揮発性有機化合物や農薬など２７の
項目が設定されています。これらの環境基準
は、すべての公共用水域に全国一律の値が設定
されています。

イ 生活環境の保全に関する環境基準（生活環
境項目）
生活環境の保全に関する環境基準には、有機
物による水の汚濁の指標となる生物化学的酸素
要求量（BOD）や化学的酸素要求量（COD）な
どと、閉鎖性水域で富栄養化の原因となる全窒
素、全リンなどがあります。

BODは河川に、CODは湖沼や海域に適用さ
れ、評価は７５％値で行います。７５％値とは一連
の測定結果を小さい方から並べた時、全体の
７５％に相当する順番にあたる測定データを意味
し、例えば年間１２回測定した場合、その７５％値
は小さい方から９番目の測定データです。
生活環境項目の環境基準については、水道や
農業など水の利用目的に応じて類型化し、水域
ごとにそれぞれ該当する類型に指定することに
よって、各水域の特性を考慮した基準値を設定
する仕組みになっています。類型を指定した水
域を「類型指定水域」といいます。
本県では、２８河川の４９水域、４湖沼の４水域
及び６海域の１１水域の計６４水域で環境基準の類
型指定を行っています。また、閉鎖性水域に係
る全窒素、全リンの環境基準については、河北
潟などの３湖沼と七尾南湾で類型の指定を行っ
ています。

② 公共用水域の水質状況
県では水質の現状を把握するため、国（国土

交通省）や金沢市とともに、主な河川１５２地点、
湖沼８地点、海域３８地点、合計１９８地点におい
て水質測定を実施しています。（表３）

ア 健康項目
令和３年度は河川４１地点、湖沼３地点、海域
２地点で健康項目の調査をしました。結果は、
全ての地点で環境基準を達成していました。

イ 生活環境項目
（ア）河川の水質
有機物による汚濁の状況を示すBODの環境

機関名
区分

国土交通省 石川県 金沢市 計

公
共
用
水
域

河 川 ６ １０１ ４５ １５２

湖 沼 ０ ８ ０ ８

海 域 ０ ３２ ６ ３８

計 ６ １４１ ５１ １９８

表３ 水質調査地点数（令和３年度）
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基準達成率は令和３年度で９４％であり、総じて
川はきれいな状況と言えます。（表４、図１２、
１４）

（イ）湖沼の水質
柴山潟、木場潟、河北潟の湖沼では、有機物
による汚濁の状況を示すCODの環境基準を達
成していません。また、富栄養化の原因となる
全窒素、全リンについて、令和３年度は、３水
域全てが環境基準を達成していません。（表４、
５、図１２、１５）

（ウ）海域の水質
有機物による汚濁の状況を示すCODの環境

基準達成率は、令和３年度で１００％でした。
また、富栄養化の原因となる全窒素、全リン
の類型指定がされている七尾南湾（甲、乙）に
ついて、いずれの海域も環境基準を達成してい
ます。（表４、５、図１３、１６）

図１２ 河川・湖沼の環境基準
（BOD又はCOD）達成率の推移

図１３ 海域の環境基準（COD）達成率の推移

（２）イワナ、フナ等の水生生物の保全に係る水
質目標の検討 ＜環境政策課＞
平成１５年環境省告示第１２３号により、水生生

物の保全に係る環境基準が新たに設定され、基
準項目として全亜鉛が規定されました。
県では、国（国土交通省）や金沢市とともに、

実態把握のため全亜鉛、ノニルフェノール、直
鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩の事
前調査を河川４７水域７６地点、湖沼４水域８地
点、海域１１水域３８地点、底層溶存酸素量の事前
調査を湖沼４水域８地点、海域１１水域３８地点で
実施しました。

（３）生活排水処理施設整備の推進
＜都市計画課＞

令和３年度末の下水道、集落排水、浄化槽等

公共用水域

石 川 県 全 国
類型指定
水域数

達成
水域数

達成率
（％）

達成率
（％）

河 川 ４９
（４９）

４６
（４５）

９４
（９２） （９４）

湖 沼 ３
（３）

０
（０）

０
（０） （５０）

海 域 １１
（１１）

１１
（１１）

１００
（１００） （８１）

計 ６３
（６３）

５７
（５６）

９０
（８９） （８９）

備考 １．（ ）は、令和２年度の値
２．北潟湖は県内に環境基準点を設けていないため除く。

公共用水域

石 川 県 全 国
類型指定
水域数

達成
水域数

達成率
（％）

達成率
（％）

湖 沼 ３
（３）

０
（０）

０
（０） （５３）

海 域 ２
（２）

２
（２）

１００
（１００） （８８）

備考 １．（ ）は、令和２年度の値
２．全窒素・全リンともに環境基準を達成している場合
に、達成水域とした。

表４ 環境基準の達成状況（BOD又はCOD：令和３年度）

表５ 全窒素、全リンの環境基準の達成状況（令和３年度）
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図１４ 生活環境の保全に関する環境基準達成状況と経年変化－河川－
（BODの河川環境基準達成状況及び主要河川のBOD年平均値の経年変化）
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図１５ 生活環境の保全に関する環境基準達成状況と経年変化－湖沼－
（CODの湖沼環境基準達成状況及びCOD、全窒素、全リン年平均値の経年変化）
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図１６ 生活環境の保全に関する環境基準達成状況と経年変化－海域－
（CODの海域環境基準達成状況及びCOD年平均値の経年変化）
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の生活排水処理施設整備率は、前年度より０．３％
増の９５．０％となっています。県では、今後、未
整備地域の早期解消を目的として、令和３年度
に策定した「生活排水処理構想２０２２」の「生活
排水処理構想エリアマップ（図１７）」に基づき、
地域の実情に応じて、より低コストで早期に整
備が可能となるよう、各生活排水処理施設の整
備を促進していくこととしています。

① 公共下水道
公共下水道は、主に市街地において、生活環
境や公衆衛生の向上に寄与し、併せて公共用水
域の水質保全を図ることを目的に、市町が整備
しています。
本県では、川北町を除く全ての市町（川北町

は下水道以外の生活排水処理施設を整備）で下
水道事業を実施し、供用を開始しています。
また、特定環境保全公共下水道は、市街化区

域以外の区域において、自然環境の保全または
農山漁村における水質保全を図ることを目的
に、１２市町において整備供用されています。

② 流域下水道
流域下水道は、二以上の市町から下水を集め
て広域的・効率的に処理する事業であり、地域
の生活環境や公衆衛生の向上に寄与し、併せて
公共用水域の水質保全を図ることを目的に、県
が整備しています。
本県では、犀川左岸流域下水道、加賀沿岸流

域下水道（梯川処理区・大聖寺川処理区）にお
いて供用を開始しており、現在、計画的に流域
管渠や処理場の耐震工事や長寿命化工事を進め
ています。

③ 農業集落排水・漁業集落排水・林業集落排
水施設
農業集落排水施設は、主に農業振興地域内の

集落において、農業用排水等の水質保全、生活
環境の改善を目的として、漁業集落排水施設
は、指定漁港背後の漁業集落において、生活環
境基盤整備を目的として、また、林業集落排水
施設は、林業振興地域の林業集落において、生

活環境基盤整備を目的として市町により整備さ
れています。
本県では、農業集落排水施設は１４市町で、漁
業集落排水施設は４市町で、林業集落排水施設
は１町で整備されています。

④ 合併処理浄化槽
合併処理浄化槽は、主に郊外集落や農山村地
域などの人口散在地域での整備に適しており、
生活環境や公衆衛生の向上、公共用水域の水質
保全を目的として、県や市町ではその普及に努
めています。

（４）下水道等への接続促進と単独浄化槽から合
併浄化槽への転換の促進 ＜都市計画課＞
下水道、集落排水が整備された区域であって
も、各家庭や事業場等が下水道等に接続してい
ない場合があり整備効果を発揮するためにも県
及び各市町では早期接続の促進に努めていま
す。
また、し尿のみを処理する単独浄化槽では生
活雑排水が未処理のまま放流され、公共用水域
の水質に悪影響を及ぼすことから合併処理浄化
槽への転換を促しています。

（５）工場・事業場からの排水規制の継続実施
＜環境政策課＞

① 工場・事業場の排水基準
自動式車両洗浄施設など「水質汚濁防止法」
で規定されている特定施設を設置する工場・事
業場を特定事業場と言い、日平均５０m３以上の排
水を排出する特定事業場には「水質汚濁防止法」
に定める排水基準及び県条例により定める上乗
せ排水基準が適用されます。
上乗せ排水基準とは、「水質汚濁防止法」に
定める排水基準より厳しい基準を県条例で規定
したものです。
また、平成２４年５月、６月に「水質汚濁防止
法」が改正され、対象となる有害物質と特定施
設が追加されるとともに、地下水汚染を未然に
防止するため、有害物質の貯蔵施設に対する届
出義務、構造基準の遵守義務が規定されています。
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図１７ 生活排水処理構想エリアマップ
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② 特定事業場及び有害物質貯蔵指定事業場の
状況
県内には、令和３年度末現在、排水基準が適
用される特定事業場が７００件あります。このう
ち有害物質を取り扱う事業場は２１４件です。特
定事業場の種類としては、ホテル・旅館が多く
を占めています。
また、有害物質貯蔵指定事業場は３８件です。

③ 排水監視
県では、排水基準が適用される特定事業場に
ついて、排水基準を守っているかどうかを監視
し、排水基準に適合していない場合は、排水処
理施設の改善などの指導を行っています。違反
率については、水質汚濁に対する社会の目が厳
しくなったことと事業者自身の努力とが相まっ
て、昭和６０年度の２０．６％に対し、令和３年度に
は７．８％まで減少しています。

（６）地域で取り組む生活排水対策の普及啓発
＜環境政策課＞

生活排水による汚濁負荷の大きい閉鎖性水域
などにおいて水質浄化を進めるためには、県、
市町及び流域住民がそれぞれの役割を分担し、
相互に連携しながら取り組んでいくことが大切
です。
県では、環境フェアにおいて、湖沼に関連し
た展示を行うなど、生活排水処理対策の必要性
や水環境の改善の大切さについて、県民の理解
を深めるための事業を行っています。

（７）閉鎖性水域の水質浄化対策の検討
＜環境政策課＞

① 生活排水対策推進計画の策定
近年の公共用水域の水質汚濁の状況をみる

と、木場潟、柴山潟、河北潟の湖沼や七尾南湾
などの閉鎖性水域では、水が入れ替わりにくい
ため汚濁物質がたまりやすく、しかも汚濁の改
善が難しいという性質をもっていることから、
他の水域に比較して環境基準の達成率が低い状
況にあります。
これらの閉鎖性水域の汚れ（COD）の４０％～

■ 生活排水対策推進計画

（木場潟流域）
流 域 市 町：小松市
策 定 年 月：平成６年３月（第２次：平成２４年３月）
計画の目標：
○基本理念 「水郷の里の復活」
○基本方針 ・公共下水道の推進

・合併処理浄化槽の設置推進
・啓発活動の実践

○計画目標年次 平成３８年

○目標水質 湖沼A類型 COD３mg／ℓ以下

（河北潟流域）
流 域 市 町：金沢市、かほく市、津幡町、内灘町
策 定 年 月：平成８年３月（第２次：平成２７年３月）
計画の目標：
○水辺のイメージ目標
「水鳥が群れ、魚が躍り、人がやすらぐ悠遊空間」
○基本方針 ・生活排水処理施設の整備促進

・窒素とリンの削減・啓発活動の推進
・広域的取り組みの推進

○計画目標年次 平成４１年

○目標水質 湖沼B類型 COD５mg／ℓ以下

（柴山潟流域）
流 域 市 町：加賀市、小松市
策 定 年 月：平成８年３月（第２次：平成２８年９月）
計画の目標：
○基本理念
「甦れ！柴山潟（澄んだ水・豊かな自然・安らげる空
間を求めて）」

○基本方針 ・下水道整備事業等の持続的な推進
・合併処理浄化槽の普及推進
・啓発活動の推進等

○計画目標年次 平成４２年

○目標水質 湖沼A類型 COD３mg／ℓ以下

（七尾南湾流域）
流 域 市 町：七尾市
策 定 年 月：平成８年３月（第２次：平成３１年３月）
計画の目標：
○目標イメージ
「能登の里海 七尾湾 これまでもこれからも」
○基本方針 ・生活排水処理施設の整備

・啓発活動の推進
・河川・海岸漂着物への対応

○計画目標年次 平成５５年
○目標水質

七尾南湾の流入河川において、環境基準を全ての地
点・水質項目で達成
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６０％が生活系排水が原因であったことから、生
活排水対策が強く求められました。そこで、県
では、閉鎖性水域の水質改善を総合的・計画的
に進めるため、平成５年５月に木場潟流域を、
平成７年３月に河北潟、柴山潟、七尾南湾流域
をそれぞれ「水質汚濁防止法」に基づく「生活
排水対策重点地域」に指定しました。
それを受けて関係市町では、「生活排水対策
推進計画」を策定し、生活排水処理施設の整備
や家庭でできる生活排水対策の普及など、ハー
ド、ソフトの両面から浄化対策を進めています。

（８）閉鎖性水域の水質改善に向けた調査研究等
の推進
① 水質浄化材 ＜環境政策課＞
県内３湖沼の水質は、下水道の整備等により
徐々に改善されてきましたが、窒素やリンを栄
養源とした植物プランクトンの増殖（内部生産）
が環境基準の達成を難しくしています。
このため県では河北潟西部承水路にて、国の

委託を受け、公募した水質浄化技術について平
成１８年度から２０年度に６技術の浄化実験を、平
成２１年度から２３年度に３技術の耐久性実験を実
施しました。
これらの実験結果を踏まえ、平成２５年度から
河北潟内灘排水機場吐出口に水質浄化材を設置
し、浄化効果を検証してきましたが、耐久性等
に課題が見られたため、軽量化等の改良を行
い、平成２９年度から実証実験を再開し、令和３
年度まで水質浄化の効果や耐久性の検証を行い
ました。

② 直接浄化対策
＜農業基盤課・河川課＞

木場潟では、水質浄化を目的として、平成１２
年度から「大日川からの清流水（最大１．８６m３／
S）の導入事業」及び「水と緑のふれあいパー
ク」（施設面積８００m２、処理水量２，４００m３／日）
における水生栽培による植物浄化が実施されて
います。

（９）地下水の計画的水質監視・汚染対策の実施
＜環境政策課＞

① 地下水の現状
県では地下水の状況を把握するため、令和３
年度には金沢市とともに、地下水（井戸）２５０
井で水質を測定しています。

② 地下水の水質基準
平成９年３月に「地下水の水質汚濁に係る環
境基準」が告示されました。この環境基準では、
人の健康を保護するため、公共用水域の環境基
準健康項目と同じ重金属、揮発性有機化合物な
どが設定されています。

③ 地下水の水質（令和３年度）
ア 概況調査
県では金沢市以外の１０市８町の６８井でトリク
ロロエチレン等２８項目について測定をおこなっ
たところ、珠洲市、中能登町及び穴水町の各１
井でヒ素が環境基準値を超過しました。金沢市
測定分については、金沢市の７井でトリクロロ
エチレン等２７項目の測定を行いましたが、すべ
ての井戸において環境基準値以下でした。

イ 汚染井戸周辺地区調査
概況調査において揮発性有機塩素化合物が環
境基準値以下で検出された井戸及びヒ素が環境
基準値を超過した井戸並びにその他の調査にお
いて硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素又はフッ素が
環境基準値を超過した井戸については、その周
辺井戸の計５０井で調査を行いました。
その結果、環境基準値を超過する井戸はあり
ませんでした。

水質浄化材
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ウ 定期モニタリング調査（継続監視）
これまでの概況調査等で環境基準を超過した

井戸については、継続監視を行っています。
トリクロロエチレン等の揮発性有機塩素化合
物については８市３町の８３井のうち、クロロエ
チレンが羽咋市及び志賀町の各１井で、１，２‐ジ
クロロエチレンが津幡町の１井で、トリクロロ
エチレンが津幡町の１井で、テトラクロロエチ
レンが金沢市の２井で、環境基準値を超過しま
した。
ヒ素が検出されている５市５町の３１井で継続
監視を行ったところ、羽咋市の９井、小松市、
能美市及び穴水町の各４井、内灘町の３井、加
賀市、津幡町、志賀町及び能登町の各１井で、
ヒ素の環境基準値を超過しました。
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が検出されてい
る小松市の３井で継続監視を行ったところ、環
境基準値を超過する井戸はありませんでした。
フッ素が検出されている３市の８井で継続監

視を行ったところ、加賀市の５井、羽咋市の１
井でフッ素の環境基準値を超過しました。
ホウ素が検出されている１市１町の３井で継
続監視を行ったところ、小松市及び能登町の各
１井で、ホウ素の環境基準値を超過しました。

エ 指導・対策等
環境基準値を超過した井戸については、直ち

に飲用の中止、上水道への切り替えなどの指導
をするとともに、今後も継続して監視を行うこ
ととしています。
また、揮発性有機塩素化合物について汚染源
が特定されている事業場においては、揚水ばっ
気などの浄化対策が実施されています。

２ 飲料水の安全確保
＜環境政策課＞

（１）水質管理状況
① 水道事業者の水質管理
水道事業者の水質検査・水質管理は、「石川
県水道水質管理計画」（平成５年１２月策定、令
和４年４月改定）に基づいて実施されていま
す。

本県における水道水源水質は、全般的に良好
な状況であり、上水道については、定期水質検
査も励行され、浄水水質でも水質基準値に適合
するなど適正な水質管理がなされています。
しかし、簡易水道等の一部事業者において
は、水質検査の実施等が必ずしも十分とは言え
ず、管理体制を改善強化することが求められて
います。

② 水道水源等の水質監視
県では、将来にわたって安全で安心して利用
できる水道水を確保するため、県内の地域を代
表する主要な水道水源２４地点において、水道水
質基準項目だけではなく、基準項目以外の有害
化学物質等の項目についても水質測定を実施す
ることとしています。（表６）
これまでの水質監視調査において、有害化学
物質については、国の目標値を超えたことはな
く、令和３年度調査の結果でも、目標値未満で
あることを確認しています。

（２）水道等の水質検査・水質管理の推進
本県の水道水や飲用井戸水においては、これ
まで健康に影響を及ぼす事態は見られていませ
んが、世界保健機関（WHO）の水道水ガイド
ラインの改定やクリプトスポリジウムのような
病原性微生物による集団感染の問題も提起され
ています。
今後とも、安全で安心して利用できる飲料水
を確保することが重要です。
このため、県では水道事業者や飲用井戸設置
者等に対し、「水道水質管理計画」や、「飲用井
戸等衛生対策要領」に基づいた水道等の水質検
査の実施と水質管理の徹底を指導・助言してい
ます。
また、万一、水質監視で水質汚染が判明した
場合には、飲料水の安全確保のための調査や対
策を講ずるほか、汚染により健康影響が懸念さ
れる場合に備え、「健康危機管理飲料水対応マ
ニュアル」を策定しています。
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第３ 水辺環境の保全

１ 生態系や親水に配慮した空間の確保・創出
水辺環境（河川、湖沼、海岸、農業用水等）
は多様な動植物の生息・生育場所であり、自然
と人とのふれあいの場でもあります。以前は、
こうした水辺環境の機能にあまり目を向けるこ
とはなく、ともすれば水資源を効率的に利用す
ることや水災害を防止することが優先されてき
ましたが、近年は、水辺環境の再生が求められ、
徐々に環境に配慮した工法が普及しはじめてき
ています。

（１）多自然川づくりの推進
＜河川課＞

多自然川づくりとは、必要とされる治水上の
安全性を確保した上で、動植物の良好な生育環
境を保全または復元することを目指した川づく
りです。県では、動植物や親水性への配慮を目
的とし、市町の河川管理担当などの実務者用に
「いしかわの多自然型川づくりハンドブック」を
作成するなど多自然川づくりを推進していま
す。

（２）環境に配慮した土地改良事業の継続実施
＜農業基盤課＞

県では、農業用水路やため池整備など土地改
良事業を実施する際、環境に対する負荷を回避
・低減する取組を行っています。
農業用水路の整備では、一部の水路の底打ち
をしないなど、地下水の涵養や水生植物、魚類
の生態系に配慮しています。
また、仮設水路等に魚類等の保護を行ってか
ら工事に着手するよう努めるとともに、管理用
通路を整備することにより、親水性にも配慮し
ています。
ため池の整備においても、工事期間中、水生

昆虫類、魚類等の生息域を確保するなど生態系
に配慮しています。

番号 水源名 水質監視地点

１ 手取川ダム
（石川県水道用水供給事業水源） 手取川第一発電所放流口

２ 手取川
（石川県水道用水供給事業水源） 鶴来浄水場取水口

３ 犀川ダム
（金沢市上水道水源） 末浄水場取水口

４ 内川ダム
（金沢市上水道水源） 犀川浄水場取水口

５ 河原田川
（輪島市上水道水源） 輪島市浄水場取水口

６ 八ケ川ダム（八ケ川）
（輪島市上水道水源） 地原浄水場取水口

７ 熊木川
（七尾市上水道水源） 河内浄水場取水口

８ 九谷ダム（大聖寺川）
（加賀市上水道水源） 山中浄水場取水口

９ 小又川
（穴水町上水道水源） 穴水町浄水場取水口

１０ 小屋ダム（鵜飼川）
（珠洲市上水道水源） 宝立浄水場取水口

１１ 九里川尻川
（能登町上水道水源） 内浦浄水場取水口

１２ 川北系水源井戸
（小松市上水道水源） 川北６号井

１３ 高階水源井戸
（七尾市上水道水源） 高階２号水源

１４ 津幡町水源井戸
（津幡町上水道水源） １号水源井

１５ 羽咋水源井戸
（羽咋市上水道水源） 南部５号井

１６ 野々市市水源井戸
（野々市市上水道水源） 東部１号井戸

１７ 内灘水源井戸
（内灘町上水道水源） アカシア３号井戸

１８ 志賀町水源井戸
（志賀町上水道水源） 第１水源

１９ 高松水源井戸
（かほく市上水道水源） 高松９号井

２０ 寺井配水区水源井戸
（能美市上水道水源） 寺井２号水源井戸

２１ 宝達志水町森本水源井戸
（宝達志水町上水道水源） 森本水源池

２２ 中能登町水源井戸
（中能登町上水道水源） 春木３号水源

２３ 松任給水区水源井戸
（白山市上水道松任給水区水源） 松任給水区１０号井

２４ 美川給水区水源井戸
（白山市上水道美川給水区水源） 美川給水区第２水源

表６ 水道水源等の水質監視地点
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（３）県民参加による水辺環境整備等の推進
＜農業基盤課＞

県では、ほ場整備などの土地改良事業の実施
の際に、地元での生き物調査の実施やワーク
ショップを開催するなど、多様な動植物の生息
・生育場所である水辺環境に配慮した工事に取
り組んでいます。

第２節 大気環境・土壌環境の保全、化学物質
関係

１ 大気環境の保全
＜環境政策課＞

（１）大気環境の現況
① 大気汚染に係る環境基準
大気汚染に関しては、「人の健康を保護する
上で維持することが望ましい基準」として、二
酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素、光化学オ
キシダント、浮遊粒子状物質及び微小粒子状物
質並びにベンゼン、トリクロロエチレン、テト
ラクロロエチレン及びジクロロメタンの環境基

図１８ 県内における大気汚染常時監視網（令和４年３月末現在）
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準が定められています。

② 大気汚染の常時監視
本県では、県と金沢市及び七尾市が、一般環
境の大気汚染を監視する一般環境大気測定局２３
局と交通量の多い道路沿道の大気汚染を監視す
る自動車排出ガス測定局４局を設置し、大気汚
染の状態を常時監視（モニタリング）していま
す。（図１８、表７）
表７ 大気測定局の設置数（令和４年３月末現在）

設置者
区分 石川県 金沢市 七尾市 合 計

一般環境大気測定局 １６局 ６局 １局 ２３局
自動車排出ガス測定局 １局 ３局 ４局
合 計 １７局 ９局 １局 ２７局
移 動 測 定 車 １台 １台

令和３年度の環境基準の達成状況（表８）を
見ると、二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素、

浮遊粒子状物質及び微小粒子状物質（PM２．５）
については、全測定局で環境基準を達成してい
ました。
一方で、光化学オキシダントは全測定局で環
境基準を達成しておらず、今後とも十分な監視
が必要です。
なお、常時監視データ及び緊急時情報につい
ては県のホームページにて、２４時間リアルタイ
ムで情報提供しています。
ホームページアドレスは
http : //ishikawa-taiki.jp/index.php
です。

③ 一般環境大気測定局における測定結果
（令和３年度）
ア 二酸化硫黄
二酸化硫黄を測定する９局における年平均値
は０．０００～０．００１ppmの範囲にあり、近年は横

表８ 環境基準の達成状況

（一般環境大気測定局）

項 目 年度
区分 ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ 全国

（Ｒ１年度）
二酸化硫黄
（SO２）

測定局数 １２ １１ ９ ９ ９ ９ ９ ９ ９ ９ ９ ９ ９１９
達成率（％） １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ ９９．８

二酸化窒素
（NO２）

測定局数 １９ １９ １７ １７ １７ １７ １７ １７ １７ １７ １７ １７ １，２１６
達成率（％） １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００

光化学オキシ
ダント （OX）

測定局数 ２１ １８ １７ １７ １７ １７ １７ １７ １７ １７ １７ １７ １，１３６
達成率（％） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０．２

一酸化炭素
（CO）

測定局数 １ １ １ １ １ １ １ ２ ２ ２ ２ ２ ５６
達成率（％） １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００

浮遊粒子状物
質 （SPM）

測定局数 １９ １９ １８ １８ １８ １８ １８ １８ １８ １８ １８ １８ １，２６６
達成率（％） １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００

微小粒子状物
質 （PM２．５）

測定局数 １ ２ ３ ７ １２ １４ １４ １４ １４ １４ １４ １４ ８３５
達成率（％） ０ １００ ６７ １４ ９２ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ ９８．７

（自動車排出ガス測定局）

項 目 年度
区分 ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ 全国

（Ｒ１年度）
二酸化窒素
（NO２）

測定局数 ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ３８３
達成率（％） １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００

一酸化炭素
（CO）

測定局数 ５ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ２２０
達成率（％） １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００

浮遊粒子状物
質 （SPM）

測定局数 ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ３７２
達成率（％） １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００

微小粒子状物
質 （PM２．５）

測定局数 １ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２３８
達成率（％） ０ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ ９８．３
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ばい傾向です。（図１９）

図１９ 二酸化硫黄濃度の経年変化（一般環境局：年平均値）

また、日平均値の年間２％除外値（１年間の
測定を通じて得られた１日平均値のうち、高い
ほうから数えて２％の範囲にある測定値を除外
した後の最高値）は、０．００１～０．００２ppmの範囲
にあり、全測定局で年間にわたる環境基準（０．０４
ppm）を達成していました。

イ 二酸化窒素
二酸化窒素を測定する１７局における年平均値

は０．００１～０．００６ppmの範囲にあり、近年は横ば
いから減少傾向です。（図２０）
また、日平均値の年間９８％値（１年間の測定
を通じて得られた１日平均値のうち、低いほう
から数えて９８％目に当たる値）は、０．００３～０．０１５
ppmの範囲にあり、全測定局で年間にわたる環
境基準（０．０４～０．０６ppmのゾーン内またはそれ
以下）を達成していました。

図２０ 二酸化窒素濃度の経年変化（一般環境局：年平均値）

ウ 光化学オキシダント
光化学オキシダントを測定する１７局における
昼間（午前５時～午後８時）の日最高１時間値
の年平均値は、０．０３４～０．０４１ppmの範囲にあ
り、近年は、概ね横ばいの傾向です。
また、昼間の１時間値の最高値は、０．０７８～

０．０８５ppmの範囲にあり、全測定局で環境基準
（０．０６ppm）を超過していましたが、これは本
県に限らず全国的な状況です（令和元年度にお
ける全国の環境基準達成率０．２％）。

エ 一酸化炭素
一酸化炭素を測定する２局における年平均値
はいずれも０．２ppmで、近年は、概ね横ばいの
傾向です。
また、日平均値の年間２％除外値はいずれも

０．３ppmで、年間にわたる環境基準（１０ppm）を
達成していました。

図２１ 一酸化炭素濃度の経年変化（一般環境局：年平均値）

オ 浮遊粒子状物質
浮遊粒子状物質（大気中に浮遊する粒子のう
ち粒径が１０マイクロメートル以下の粒子）を測
定する１８局の年平均値は、０．００７～０．０１１mg/m３

の範囲にあり、近年は横ばいから減少傾向で
す。（図２２）
また、日平均値の年間２％除外値は０．０１９～

０．０２９mg/m３の範囲にあり、全測定局で年間に
わたる環境基準（０．１０mg/m３）を達成していま
した。
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図２２ 浮遊粒子状物質濃度の経年変化（一般環境局：年平均値）

カ 微小粒子状物質（PM２．５）
平成２１年９月に微小粒子状物質（大気中に浮

遊する粒子のうち平均直径が２．５マイクロメー
トル以下の粒子）の環境基準が新たに定めら
れ、平成２２年度から微小粒子状物質を監視して
います。
微小粒子状物質を測定する１４局における年平
均値は、４．７～６．８μg/m３の範囲にあり、経年的
には横ばいから減少傾向です。（図２３）
月別の平均値は、春季から夏季にかけて高
く、秋季から冬季にかけて低くなる傾向が見ら
れます。（図２４）
令和３年度は１４局とも長期基準（１年平均値
が１５μg/m３）及び短期基準（１日平均値の年間
９８％値が３５μg/m３）を達成していたことから、
１４測定局すべてで環境基準を達成（長期基準と
短期基準をともに達成）していました。（表９）

図２３ 微小粒子状物質濃度の経年変化
（一般環境局：年平均値）

図２４ 微小粒子状物質濃度の経月変化
（一般環境局：月平均値）

表９ 令和３年度微小粒子状物質（PM２．５）
の環境基準達成状況（一般環境局）

（単位：μg/m３）
長期基準 短期基準

環境基準
達成状況

（参考）
１日平均値の
最高値

測定局 年平均値 １日平均値の
年間９８％値

１５μg/m３以下 評価３５μg/m３以下 評価
珠 洲 ４．７ ○ １４．２ ○ ○ ２３．２
輪 島 ５．１ ○ １３．４ ○ ○ ２３．３
七 尾 ６．７ ○ １６．８ ○ ○ ２８．４
羽 咋 ６．４ ○ １５．０ ○ ○ ２２．３
津 幡 ５．５ ○ １４．８ ○ ○ ２１．３
内 灘 ５．６ ○ １５．１ ○ ○ ２３．３
北 部 ６．５ ○ １７．５ ○ ○ ２４．７
西南部 ６．７ ○ １６．２ ○ ○ ２８．０
小立野 ５．０ ○ １４．０ ○ ○ ２２．６
西 部 ６．５ ○ １７．１ ○ ○ ２７．１
中 央 ４．８ ○ １４．８ ○ ○ ２２．３
松 任 ６．８ ○ １６．４ ○ ○ ２４．８
小 松 ６．３ ○ １５．７ ○ ○ ２４．５
大聖寺 ５．７ ○ １４．０ ○ ○ ２３．１

※１日平均値の年間９８％値とは
１年間を通じて得られた１日平均値のうち、低い方から数えて９８％

目に当たる値
（例）測定日数が３６５日の場合、低い方から３５８番目の値（高いほうか

ら８番目）
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④ 自動車排出ガス測定局における測定結果
（令和３年度）
ア 二酸化窒素
二酸化窒素を測定する４局における年平均値
は、０．００４～０．０１５ppmの範囲にあり、近年は横
ばいから減少傾向です。（図２５）

図２５ 二酸化窒素濃度の経年変化
（自動車排出ガス局：年平均値）

また、日平均値の年間９８％値は、０．００６～０．０３０
ppmの範囲にあり、全測定局で年間にわたる
環境基準（０．０４～０．０６ppmのゾーン内または
それ以下）を達成していました。

イ 一酸化炭素
一酸化炭素を測定する４局における年平均値
は、０．２～０．４ppmの範囲にあり、近年は横ばい
から減少傾向です。（図２６）

微小粒子状物質（PM２．５）について

大気中に浮遊する粒子状の物質については、粒

径が１０μm（マイクロメートル）以下の物質を浮

遊粒子状物質（SPM）として環境基準が設定され

ていました。

この浮遊粒子状物質よりも粒径が小さい２．５μm

以下の粒子は、肺の奥まで入りやすいため、呼吸

器系、循環器系（心血管系）、免疫系などに影響

を与えるおそれがあります。

そこで、平成２１年９月に新たに微小粒子状物質

（PM２．５）の環境基準が設定されました。

PM２．５の環境基準

１年平均値が１５μg/m３以下であり、かつ、

１日平均値が３５μg/m３以下であること。

微小粒子状物質（PM２．５）に関する注意喚起

情報について

石川県では、平成２５年３月１５日から、微小粒子

状物質（PM２．５）の濃度が１日平均値で７０μg/m３

（１立方メートル当たり７０マイクログラム）を超

えると予測される日には、「PM２．５に関する注意

喚起情報」を発表し、県のホームページのほか、

テレビ・ラジオ、各市町の防災行政無線・広報車

などで県民に周知することとしました。

また、配慮を必要とする呼吸器系や循環器系疾

患のある方、子ども、高齢者等の施設に対しては、

各市町や県の関係部局等から、別途、お知らせす

ることとしています。

注意喚起情報は、国の定める暫定指針に基づ

き、次のとおり発表又は解除します。

〈発表〉

（１）各日の午前５時から７時までの県内の各測定

局の１時間値の平均値について２番目に大き

い値が８５μg/m３を超えた場合、各日の午前８

時頃に発表します。

（２）各日の午前５時から１２時までの県内の各測定

局の１時間値の平均値についての最大値が８０

μg/m３を超えた場合、各日の午後１時頃に発

表します。

〈解除〉

（１）注意喚起情報の発表後、県内全ての測定局

で、１時間値が２時間連続して５０μg/m３以下

に改善した場合、解除します。（午後７時の

値までで判断）

（２）上記の解除基準に至らなかった場合、翌日午

前０時で自動解除とします。

なお、平成２６年２月２６日には県内で初めて、県

内全域に注意喚起情報を発表しました。（〈発表〉

（２）の基準を超過。午前５時から１２時までの平均

値の最大値が輪島測定局で８５．５μg/m３）
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また、日平均値の年間２％除外値は、０．３～１．２
ppmの範囲にあり、全測定局で年間にわたる環
境基準（１０ppm）を達成していました。

図２６ 一酸化炭素濃度の経年変化
（自動車排出ガス局：年平均値）

ウ 浮遊粒子状物質
浮遊粒子状物質を測定する４局における年平
均値は０．００９～０．０１３mg/m３の範囲にあり、近年
は横ばいから減少傾向です。（図２７）
また、日平均値の年間２％除外値は、０．０２１
～０．０３２mg/m３の範囲にあり、全測定局で年間に
わたる環境基準（０．１０mg/m３）を達成していま
した。

図２７ 浮遊粒子状物質濃度の経年変化
（自動車排出ガス局：年平均値）

エ 微小粒子状物質（PM２．５）
微小粒子状物質を測定する２局については、

いずれも環境基準を達成していました。（表１０）

表１０ 令和３年度微小粒子状物質（PM２．５）の
環境基準達成状況（自動車排出ガス局）

（単位：μg/m３）

測定局

長期基準 短期基準
環境基準
達成状況

（参考）
１日平均値の
最高値

年平均値 １日平均値の
年間９８％値

１５μg/m３以下 評価３５μg/m３以下 評価

山 科 ６．１ ○ １７．５ ○ ○ ２８．０

野々市 ７．６ ○ １８．０ ○ ○ ２９．０

※１日平均値の年間９８％値とは
１年間を通じて得られた１日平均値のうち、低い方から数えて９８％

目に当たる値
（例）測定日数が３６５日の場合、低い方から３５８番目の値（高いほう

から８番目）

⑤ 有害大気汚染物質の現況
有害大気汚染物質とは、低濃度であっても長
期的な摂取により健康被害が生ずるおそれのあ
る物質のことで、県と金沢市が県内の６地点で
常時監視を行っています。
令和３年度の調査結果では、環境基準が定め
られているベンゼン等４物質は、すべての調査
地点で環境基準を達成していました。
また、指針値（環境中の有害大気汚染物質に
よる健康リスクの低減を図るための数値）が定
められているアクリロニトリル等１１物質につい
ても、すべての調査地点で指針値を下回ってい
ました。（表１１）

（２）大気環境の保全対策
① 大気汚染物質の排出規制
ア 硫黄酸化物
ボイラー等のばい煙発生施設に対する硫黄酸
化物の排出は、「大気汚染防止法」に基づくK
値（煙突の高さに応じて硫黄酸化物の許容排出
量を定める規制方式）で規制されています。
基準となるK値（数値が小さいほど厳しい）
は、全国では地域によって３．０から１７．５の範囲
で定められており、本県では金沢市、白山市（平
成１７年２月の合併前の松任市及び美川町の地域
に限る）及び野々市市は８．７６、その他の地域は
１７．５と定められています。

イ 窒素酸化物
窒素酸化物は、人の健康に影響を及ぼすばか
りでなく、光化学オキシダント生成の主要な原
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因物質とされています。この発生源としては、
工場や事業場の他に自動車があげられます。
工場や事業場のばい煙発生施設に対しては、

「大気汚染防止法」に基づく排出濃度の規制が
行われています。
また、自動車に対しては、個々の自動車の製
造段階における規制（自動車排出ガス規制にお
ける単体規制）が行われており、その規制は順
次強化されています。

ウ その他の大気汚染物質
工場や事業場のばい煙発生施設から排出され
るばいじん、カドミウム及びその化合物、塩素
及び塩化水素、弗素、弗化水素及び弗化珪素、
鉛及びその化合物については、「大気汚染防止
法」に基づき、施設の種類や規模によって排出
基準値が定められています。
また、浮遊粒子状物質や光化学オキシダント
の原因となる揮発性有機化合物についても、平

成１８年４月から排出規制が開始されています。

エ 石綿
平成元年の「大気汚染防止法」の改正により、

「特定粉じん」として石綿が、「特定粉じん発生
施設」にアスベスト製品製造施設が規定され、
その施設には敷地境界基準が定められました。
また、建築物の解体現場等からの特定粉じん
の飛散を防止するため、平成９年４月から「大
気汚染防止法」により、一定面積以上の建築物
の解体工事では作業の１４日前までに届出が必要
となりました。
県では、法の規制対象が限定されていたため
平成１７年１０月に「ふるさと環境条例」を改正
し、対象をすべての建築物に拡大しました。そ
の後の「大気汚染防止法」の改正により平成１８
年３月からは面積要件が廃止され、また、平成
１８年１０月からは工作物が規制対象に追加されま
した。

表１１ 令和３年度有害大気汚染物質測定結果 （単位：µg/m3（※１）ng/m3）

区分 有害大気汚染物質
一般環境 沿道 固定発生源

周辺
指標等
１）環境基準
２）指針値
３）２年度
全国平均値七尾 小松 金沢

（駅西） 野々市 金沢
（山科）

いしかわ子ども交流
センター小松館

環境基準
設定物質

ベンゼン ０．５３ ０．４８ ０．４９ ０．６７ ０．４７ １）３以下

トリクロロエチレン ０．０１４ ０．０１４ ０．１１ ０．０１４ ０．０７９ １）１３０以下

テトラクロロエチレン ０．０１９ ０．０１９ ０．０７０ ０．０１９ ０．０６５ １）２００以下

ジクロロメタン ０．８７ ２．０ １．０ １．２ ０．７３ １）１５０以下

指針値
設定物質

アクリロニトリル ０．００５ ０．００１３ ０．００５ ２）２以下

アセトアルデヒド １．６ １．８ １．６ ２）１２０以下

塩化ビニルモノマー ０．００７ ０．００７ ０．００７ ２）１０以下

塩化メチル １．４ １．３ １．４ ２）９４以下

クロロホルム ０．０５９ ０．０５４ ０．０６８ ２）１８以下

１，２‐ジクロロエタン ０．０３２ ０．０３８ ０．０３９ ２）１．６以下

水銀及びその化合物 ※１ ２．０ ２．１ １．６ ２．２ １．５ ２）４０以下

ニッケル化合物 ※１ ０．５４ １．６ ０．８２ １．８ ０．７５ ２）２５以下

ヒ素及びその化合物 ※１ ０．５３ ０．６１ ０．２７ ０．６６ ０．１８ ２）６以下

１，３‐ブタジエン ０．００９ ０．００７ ０．０１１ ２）２．５以下

マンガン及びその化合物 ※１ ６．２ １３ ５．８ １４ ３．６ ３５ ２）１４０以下

上記
以外の
有害大気
汚染物質

クロム及びその化合物 ※１ １．０ ２．０ １．２ ３．４ ０．６１ ３）３．９

六価クロム化合物 ※2 ０．００６ ０．０２ ３）－

酸化エチレン ０．０４７ ０．０６４ ０．０９６ ０．０５８ ０．０８８ ３）０．０７

トルエン ０．７３ ２．２ ２．６ ３）５．８

ベリリウム及びその化合物 ※１ ０．００５８ ０．００５２ ０．０１９ ０．０１８ ０．０１８ ３）０．０１８

ベンゾ［a］ピレン ※１ ０．０７２ ０．０２６ ０．０２７ ０．０３８ ０．０３１ ３）０．１６

ホルムアルデヒド １．５ １．７ １．７ ３）２．４

※１ 桁数が増えるため ng／m３で記している。
※２ 六価クロム化合物については、測定が困難な場合、クロム及びその化合物の全量を測定するものとされている。

第
２
部

第
４
章

生活環境の保全第４章

－ 86 －



平成２６年６月に施行された改正大気汚染防止
法では、特定粉じん排出等作業の実施の届出義
務者が施工者から発注者または自主施工者に変
更され、解体等工事に係る調査及び説明等の義
務が追加されました。
さらに、今後令和１０年頃をピークに、石綿含

有建材を利用した建築物の解体工事の増加が見
込まれることから、令和３年４月に改正大気汚
染防止法が施行されました。改正法では、規制
対象の拡大、一定規模以上の解体等工事の事前
調査結果報告の義務付け（令和４年４月施行）、
下請負人の作業基準順守義務対象への追加、直
接罰の創設等、規制の強化が行われました。
令和３年度の特定粉じん排出等作業届出件数
は、１０２件でした。（表１２）

表１２ 特定粉じん排出等作業届出件数の推移
年度

工事の種類
２９
年度

３０
年度

Ｒ１
年度

Ｒ２
年度

Ｒ３
年度

解 体（作業件数） ６８ ９１ ８２ ８４ ７１
改造・補修（作業件数） ７４ ７３ ７５ ４４ ３１
届出件数 １３６ １５６ １５６ １１９ １０２

なお、解体等工事にあたっては、労働安全衛
生法・石綿障害予防規則や建設リサイクル法、
廃棄物処理法による規制も行われており、本県
では関係機関が連携して指導にあたっています。

② 規制対象施設の概況と届出状況
「大気汚染防止法」では、規制の対象となる

「ばい煙発生施設」、「一般粉じん発生施設」、「特
定粉じん発生施設」、「揮発性有機化合物排出施
設」及び「水銀排出施設」を設置する者に対し
て、その施設の届出を義務づけています。
本県におけるばい煙発生施設数は、令和３年

度末で２，５２１施設となっています。施設の種類
では、ボイラーが１，８４１施設と最も多く、次い
でディーゼル機関３４９施設、ガスタービン１０５施
設の順となっています。（表１３）
一般粉じん発生施設数は、令和３年度末で６６２
施設であり、施設の種類ではベルトコンベア３１７
施設、堆積場１３５施設の順となっています。（表
１４）
特定粉じん発生施設については、平成２年の

法施行以降、届出がありません。
揮発性有機化合物排出施設数は、令和３年度

末で２８施設であり、施設の種類では、工業製品
の洗浄施設１２施設、塗装施設７施設の順となっ
ています。（表１５）
水銀排出施設は、令和３年度末で５２施設あ
り、施設の種類では廃棄物焼却炉５０施設、石炭
燃焼ボイラー２施設となっています。
表１３ ばい煙発生施設数の年度別推移

年度末
施設種類 ２８ ２９ ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

１ ボ イ ラ ー １，９７４１，９５９１，９２８１，９０３１，８６８１，８４１
５ 溶 解 炉 ３０ ２９ ２９ ２９ ２９ ３２
６ 加 熱 炉 ４４ ４３ ４４ ４４ ４５ ４９
９ 焼 成 炉 ２０ ２１ ２０ ２０ ２０ １９
１１ 乾 燥 炉 ５９ ６１ ６３ ６６ ６５ ６５
１３ 廃棄物焼却炉 ５３ ５２ ５２ ５１ ５７ ５７
２９ ガスタービン １０２ １０４ １０４ １０４ １０３ １０５
３０ ディーゼル機関 ３２１ ３３４ ３３７ ３４４ ３５０ ３４９
そ の 他 ３ ５ ４ ４ ４ ４
合 計 ２，６０６２，６０８２，５８１２，５６５２，５４１２，５２１

表１４ 粉じん発生施設数の年度別推移
年度末

施設種類 ２８ ２９ ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

一般粉じん発生施設 ６７０ ６６６ ６６６ ６７０ ６７２ ６６２
堆 積 場 １３４ １３１ １３１ １３６ １３８ １３５
ベルトコンベア ３１６ ３１６ ３１６ ３１６ ３１６ ３１７
破砕機・摩砕器 １３７ １３７ １３７ １３６ １３６ １３２
ふ る い ８３ ８２ ８２ ８２ ８２ ７８

特定粉じん発生施設 ０ ０ ０ ０ ０ ０

表１５ 揮発性有機化合物排出施設数の年度別推移
年度末

施設種類 ２７ ２８ ２９ ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

塗 装 施 設 ７ ７ ７ ７ ７ ７ ７
塗装に供する乾燥施設 １ １ １ １ １ １ ０
粘着テープ等の接着に
供 す る 乾 燥 施 設 １ １ １ ２ ２ ２ ２

前 項 以 外 の 接 着 に
供 す る 乾 燥 施 設 ８ ８ ８ ７ ７ ７ ５

オフセット印刷に供する
乾 燥 施 設 １ １ １ １ １ １ １

グラビア印刷に供する
乾 燥 施 設 １ １ １ １ １ １ １

工業製品の洗浄 施 設 ０ ２ １２ １２ １２ １２ １２
貯 蔵 施 設 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合 計 １９ ２１ ３１ ３１ ３１ ３１ ２８
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③ 大気汚染物質の排出実態調査
本県では、ばい煙発生施設を設置する工場・

事業場を対象に、毎年「ばい煙発生施設燃原料
使用量実態調査」を実施しています。令和３年
度は７３２工場・事業場における大気汚染物質の
排出実態を調査しました。

④ 発生源監視
本県では、ばい煙発生施設や粉じん発生施設
を設置する工場や事業場を対象に規制基準の遵
守状況等を確認するため、随時、立入検査を実
施しています。
令和３年度は、ばい煙発生施設を設置する３７
工場・事業場（９６施設、金沢市除く）に対して
立入検査を実施しました。このうち３施設で排
出ガスの濃度を検査したところ、排出基準を超
過した施設はありませんでした。
一般粉じん発生施設を設置する１９工場・事業
場（２９施設、金沢市除く）に対しても立入検査
を行いました。
また、揮発性有機化合物排出施設を設置する
３工場・事業場（１１施設、金沢市除く）に対し
て立入検査を実施しました。２施設で排出ガス
の濃度を検査したところ、排出基準を超過した
施設はありませんでした。

⑤ 緊急時対策
「大気汚染防止法」は、大気の汚染が著しく
なり、人の健康又は生活環境に被害が生ずるお
それが発生する場合を緊急時と定め、知事が必
要な措置を講ずるよう規定しています。このた
め本県では、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、一
酸化炭素、二酸化窒素、光化学オキシダントの
５項目を対象に予報、注意報、警報、重大警報
の発令基準やその場合の措置（予報と警報は二
酸化硫黄と光化学オキシダントのみ）を「大気
汚染緊急時対策実施要綱」として定めています。
令和３年度は、これら５項目に関して、注意
報等の発令までには至りませんでした。
なお、光化学オキシダントについては、県内
の比較的大気が清浄な地域でも注意報の発令基
準（０．１２ppm以上）に近い濃度にまで上昇し、

また全国的にも初めて光化学オキシダント注意
報を発令する県が平成１９年から出現しており、
光化学オキシダントの高濃度は全国的な問題と
なっています。このため本県では、国に対して
高濃度の原因解明のための調査研究の推進を求
めています。
なお、本県での光化学オキシダント注意報等
の発令件数は、昭和５４年７月７日の注意報、平
成１４年５月２２日の予報、平成１６年６月５日の予
報、平成１９年５月９日の予報の計４回です。
また、微小粒子状物質（PM２．５）については、

１日平均値が基準値を超えると予測される場合
に注意喚起情報を発表することとしています
が、令和３年度は注意喚起情報の発表には至り
ませんでした。

⑥ 有害大気汚染物質への対応
有害大気汚染物質とは、低濃度であっても長
期的な摂取により健康影響が生ずるおそれのあ

表１６ 有害大気汚染物質（優先取組物質）
見直し後の優先取組物質一覧
（平成２２年１０月中央環境審議会第９次答
申による）

１ アクリロニトリル
２ アセトアルデヒド
３ 塩化ビニルモノマー
４ 塩化メチル
５ クロム及び三価クロム化合物
６ 六価クロム化合物
７ クロロホルム
８ 酸化エチレン
９ １，２‐ジクロロエタン
１０ ジクロロメタン
１１ 水銀及びその化合物
１２ ダイオキシン類
１３ テトラクロロエチレン
１４ トリクロロエチレン
１５ トルエン
１６ ニッケル化合物
１７ ヒ素及びその化合物
１８ １，３‐ブタジエン
１９ ベリリウム及びその化合物
２０ ベンゼン
２１ ベンゾ［a］ピレン
２２ ホルムアルデヒド
２３ マンガン及びその化合物
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る物質のことで、平成９年に定められました。
有害大気汚染物質のなかでも早急に排出抑制

を行わなければならない物質（指定物質）とし
て、ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラク
ロロエチレンの３物質が定められています。こ
の指定物質を使用している乾燥施設、洗浄施
設、ドライクリーニング機など１１施設について
は届出の必要はありませんが、排出抑制基準が
定められており、排出を抑制する施設の設置や
これらの物質を使用しない施設への転換などの
取り組みが進められています。
また、自動車排出ガスに含まれるベンゼンの
排出を抑制するため、平成１１年にガソリン中の
ベンゼン含有率の規制値が５％から１％に改正
されています。
平成２２年１０月、中央環境審議会において有害

大気汚染物質の見直しが行われ、該当する可能
性のある物質を２４８種類とし、そのうち特に優
先的に対策に取り組むべき物質（優先取組物質）
は塩化メチル等が追加され２３種類（指定物質は
３物質で変更なし）となっています。（表１６）

２ 酸性雨の状況
＜環境政策課＞

（１）日本における酸性雨
石油や石炭などの燃焼で発生する硫黄酸化物
や窒素酸化物などが原因となって降る酸性の雨
や雪のことを「酸性雨」と呼んでいます。
環境省では、昭和５８年度から酸性雨モニタリ

ングを行うとともに、平成１３年から中国等１３ヵ
国が参加する東アジア酸性雨モニタリングネッ
トワークを構築し、東アジア地域において国際
協調に基づく酸性雨対策を推進していくため、
酸性雨長期モニタリング計画を策定し、平成１５
年度から同計画に基づいた酸性雨モニタリング
（湿性沈着、乾性沈着、土壌・植生、陸水）が
行われました。同計画は平成２６年３月に越境大
気汚染・酸性雨長期モニタリング計画と名を改
め、酸性雨モニタリング（湿性沈着、大気汚染
物質（乾性沈着含む）、土壌・植生、陸水、集
水域）を行っています。
環境省の調査では、これまでのところ、我が

国で酸性雨による生態系への明確な影響は認め
られていませんが、全国的に欧米並みの酸性雨
が観測されています。

（２）県の取組
本県では、昭和５８年度から酸性雨の実態と影
響の把握のための調査に取り組んでいます。
令和３年度の金沢の１週間降水の pH年平均
値は、４．９１であり、令和２年度の全国平均値５．０１
に対して、酸性が強い状況となっています（図
２８）。

図２８ 降水の pHの経年変化（年平均値）

降水中に含まれる酸性物質のイオン濃度は、
秋季から春季にかけて高く、夏季に低くなる傾
向が見られます。これは、冬季に大陸で発生し
た酸性の汚染物質が日本海側の地域に流入し、
酸性雨や雪となって地上に降下していることが
原因と考えられています。
本県でも、例年降水の酸性化の指標とされる
非海塩由来硫酸イオンと硝酸イオンの濃度は、
晩秋から春季にかけての冬季に高くなる傾向を
示しており、全国的な傾向と同様に大陸からの
流入が示唆されています（図２９）。
また、平成１５年度に開始された環境省の酸性

雨長期モニタリング調査では、土壌・植生の調
査地点として本県の石動山（中能登町）・宝立
山（輪島市）の２地域・２地点が選定され、県
では、環境省と協力して調査を行っています。
なお、酸性雨のように国境を越えた問題は、
それぞれの国同士のみならず、地域同士の相互
理解と協力も重要であるため、本県では、平成
２１年度から２３年度にかけて JICAと連携した江
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蘇省大気環境改善支援事業により、中国人技術
研修生の受け入れや技術指導などを行い、地域
での大気汚染物質の排出量の削減対策を技術支
援しました。

３ 黄砂の状況
＜環境政策課＞

黄砂は、大陸内陸部のタクラマカン砂漠やゴ
ビ砂漠、黄土高原などの乾燥・半乾燥地域の土
壌や鉱物粒子が、風によって数千メートルの高
度にまで巻き上げられ、偏西風に乗って日本に
飛来し、大気中に浮遊あるいは降下する現象で
す。
本県では、平成１２年から黄砂の観測回数が多

くなる傾向が見られます。（図３０）また、平成
１４年４月の黄砂飛来時には、ほとんどの測定局

で２日連続して浮遊粒子状物質の１日平均値の
環境基準値（０．１０mg/m３）を超過し、また、平
成２２年３月の飛来時は全ての測定局で１時間の
環境基準値（０．２０mg/m３）の２倍以上の値を観
測するなどの状況にありました。
これまでの本県の調査では、人為起源と考え
られる硝酸イオンが、黄砂飛来日で高く、非飛
来日で低くなる傾向を示しています。
なお、国の調査では、「黄砂への大気汚染成
分の付着状況は一様ではなく、到達時間や飛来
経路によっても異なる」とされており、本県で
は今後とも調査を継続していきます。

４ 悪臭の防止
＜環境政策課＞

嗅覚は、味覚とともに化学感覚といわれるも
のですが、すべての化学物質に反応するのでは
なく、限られた化学物質にのみ反応するという
性質があります。
ヒトの嗅覚の特性は、その鋭敏な感度にあり
ます。最近の分析装置でも、検知能力の点では
アセトン等の一部の例外的な物質の他は、ヒト
の嗅覚にはるかに及びません。

（１）悪臭の現況
悪臭の苦情の原因は、各種の製造事業所での
事業活動によるもののほか、一般家庭のし尿浄
化槽の維持管理の不徹底など家庭生活で発生す
るものもあり、工場・事業場ばかりでなく、住
民自らのにおいに対する配慮が必要な状況とな
っています。（表１７）
表１７ 悪臭苦情の発生源

区分

年度

事業活動によるもの
家庭
生活 合計製 造

事業場
畜産・
農業

商店・
飲食店 その他

２３年度 １６ ３ ３ １５ １６ ５３
２４年度 ９ ２ １１ １１ １６ ４９
２５年度 １１ ９ ６ １９ １３ ５８
２６年度 １２ ０ ５ １９ ２０ ５６
２７年度 １１ １ ２ ９ ９ ３２
２８年度 ７ １ １ ６ １１ ２６
２９年度 １２ １ ３ １２ １４ ４２
３０年度 ５ ４ １ ２３ １３ ４６
元年度 １１ ８ ５ ２０ １５ ５９
２年度 １０ ４ ７ ２２ １４ ５７
３年度 ６ １ ６ １７ ２０ ５０

図２９ 令和３年度非海塩由来硫酸イオン及び
硝酸イオンの経月変化（月平均値）

R3

図３０ 黄砂観測回数の経年変化（金沢地方気象台）
※ 令和２年２月に金沢地方気象台での黄砂観測が終了し
たため、以降は新潟地方気象台での黄砂観測回数
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（２）悪臭防止対策
① 規制地域
「悪臭防止法」に基づき、市又は県（町域は
県）では、住居が集合する地域及びその他地域
を規制地域として指定し、アンモニアやメチル
メルカプタンなどの不快な臭いの原因となる２２
物質の濃度基準を設定（県は町の意見を聴いて
指定・設定）しています。
この規制基準は、敷地境界線上の規制基準（１
号基準）、気体排気口の規制基準（２号基準）、
排出水の規制基準（３号基準）の「３つの規制
基準」が定められています。
なお、事業者に対する規制や指導は、市町が
行うことになっています。

② 臭気指数
「悪臭防止法」では、悪臭の原因となる物質
が複数存在する場合など、機器分析による濃度
規制では生活環境の保全が十分でない地域に対
しては、人間の嗅覚で臭気が感じられなくなる
まで空気を希釈した倍数から求める指数（臭気
指数）による規制ができることになっています。
現在のところ、県内では臭気指数による規制
は行われていませんが、臭気指数に関する基礎
資料の収集と市や町への臭気指数規制への移行
を働きかけるため、県では事業場での試料採取
から臭気指数の判定試験までの一連の測定を行
う実態調査研修会を平成１６年度から実施してい
ます。

５ 騒音・振動の防止
＜環境政策課＞

騒音の苦情の原因は、工場や建設作業、商
店・飲食店等の事業活動に伴うもの、交通機関
から発生するもの、更にはクーラーやステレオ
等家庭の日常生活に伴うものなど、その発生源
は多種多様です。

（１）騒音の環境基準
本県では、環境騒音や道路交通騒音等に対処
し、土地利用、道路整備、物流対策等の総合的
な騒音対策を推進していくため、市又は県（環

境基本法の改正により平成２４年４月１日から市
域は市、町域は県）が騒音に係る環境基準（生
活環境を保全し、人の健康を保護するうえで維
持されることが望ましい基準）の地域類型を指
定しています。
この地域類型では、土地利用の状況等に基づ
き、概ね、「専ら住居の用に供される地域」が
A類型、「主として住居の用に供される地域」が
B類型、「相当数の住居と併せて商業、工業等
に供される地域」がC類型に区分されています。

（２）騒音の現況
ア 一般環境の騒音
令和３年度に金沢市が実施した一般環境（道
路に面する地域以外の地域）における調査で
は、A類型の２地点においていずれも環境基準
を達成しました。

イ 道路に面する地域の騒音
道路に面する地域の環境基準の監視は、「騒
音規制法」により、知事（市域については市長）
が行うこととなっています。
環境基準の達成状況は、環境基準を超過する
戸数及びその割合により評価（面的評価）する
こととされており、令和２年度は県が３３区間（道
路交通センサス区間）の５，３９２戸を、また市が
１６４区間の４４，６１１戸を対象として面的評価を実
施しています。
令和２年度の自動車交通騒音の環境基準の達
成状況は、評価対象住居（県と市合わせて
５０，００３戸）のうち、昼間（６時～２２時）及び夜

表１８ 騒音苦情の発生源
区分

年度

事業活動によるもの 家庭
生活 計製 造

事業場
商店・
飲食店建設業

サービ
ス業

交通
機関 その他

２３年度 １４ １４ １８ １ ０ ５ ４ ５６
２４年度 ６ １３ １９ ０ ０ ７ １０ ５５
２５年度 １８ １７ １１ ２ ３ ５ １０ ６６
２６年度 １３ １３ ２９ ４ ３ １３ １３ ８８
２７年度 ７ １３ ２４ ３ ２ １２ １１ ７２
２８年度 １０ １７ １５ ６ ０ ９ ３ ６０
２９年度 １１ ８ ２０ ５ １ ４ ５ ５４
３０年度 ９ １２ ３１ ６ ２ ６ ３ ６９
元年度 １１ ２０ ３５ ９ １ １０ １０ ９６
２年度 １１ １０ ３０ ６ ２ １１ ５ ７５
３年度 １６ １２ ５３ ４ ２ ２３ １６ １２６
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間（２２時～６時）とも環境基準を達成したのは
９７．４％（４８，７１５戸）で令和２年度の全国の結果
（昼夜間とも達成９４．４％）と比べると、達成率
は上回っています。（図３１）

（３）騒音防止対策
環境基準の維持達成を図るためには、個々の
事業者が騒音防止に努力するほか、県民一人一
人が日常生活においても不必要な音を出さない
ような配慮が必要です。
工場騒音等については、「騒音規制法」に基
づき市又は県（町域は県）では、土地利用の状
況に応じて規制地域の指定（県は町の意見を聞
いて指定）や規制基準を設定しています。
また、自動車交通騒音については、全国的に
みれば環境基準の達成状況は、近年緩やかな改
善傾向にあるとされますが、個々の自動車の製
造段階における規制（単体規制）の強化のほか、
沿道対策、道路構造対策等の総合的な対策が進
められています。
このほか、隣家のエアコンの室外機やピアノ
の音といった身近な騒音（近隣騒音）は、配慮
で避けることができる場合が多いので、住民に
対する騒音防止に係る意識向上のための啓発に
取り組んでいくこととしています。

① 騒音規制法による規制
規制地域における工場や建設作業等により発
生する騒音については、市や町が届出を受理
し、騒音測定や改善勧告等の事務を実施してい
ます。

ア 工場騒音
規制地域内にあってプレス機、織機、印刷機

等（「特定施設」）を設置している工場や事業場
（「特定工場」）において発生する騒音に対して
は、地域や時間に応じた規制基準値が定められ
ています。
令和４年３月末現在、本県内における特定施
設の総数は、３８，０９４施設（特定工場数２，９０９件）

※１ 面的評価は、道路近傍の騒音測定値から道

路端の騒音レベルを推計し、道路端からの距

離減衰量及び建物群による減衰量を差し引

き、個々の建物ごと又は距離帯ごとの騒音レ

ベルを推計し、個々の住居等の環境基準達成

戸数と割合を把握するものです。

※２ 面的評価の対象範囲は、原則として幹線交

通を担う道路（幹線道路）の道路端から５０m

の範囲としています。なお、幹線道路とは、

高速自動車国道、一般国道、県道、４車線以

上の市町道をいいます。

※３ 近接空間とは、２車線道路では車道端から

１５m以内、２車線を越える道路では車道端

から２０m以内をいいます。

表１９ 騒音特定施設等の届出の推移
年度

届出数 ２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

特定工場数 ３，００６ ３，０２０ ２，９４６ ２，９６４ ２，９７７ ２，９０９
特定施設数 ３８，０４３３８，２８３３７，８５４３８，２５７３７，９５５３８，０９４

内
訳

金属加工機械 ２，６０４ ２，７１３ ２，６８６ ２，７１１ ２，６６８ ２，７１８
空気圧縮機 ５，４６１ ５，５８７ ５，５９６ ５，６４１ ５，３７０ ５，４５９
織 機 ２７，６６４２７，６６４２７，３５６２７，６０８２７，６０８２７，６０７
そ の 他 ２，３１４ ２，３１９ ２，２１６ ２，２９７ ２，３０９ ２，３１０

特定建設作業 ３８６ ３８３ ３９８ ３４７ ２６８ ２６３

図３１ 面的評価結果

図３２ 近接空間と非近接空間での達成状況

図３３ 道路種類別の達成状況
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であり、その大半は織機で占められています。
（表１９）
なお、同法では特定施設の設置、特定施設の

種類ごとの数の変更、騒音発生の防止方法の変
更、特定施設の使用廃止等の際には、市や町へ
の届出を義務付けています。

イ 建設作業騒音
同法の規制対象とされる建設作業は、くい打

機、さく岩機、空気圧縮機、バックホウ、ブル
ドーザーなどを使用する作業（「特定建設作
業」）です。規制地域内で行われる特定建設作
業には、敷地境界での音量基準や作業時間の制
限などの規制基準が適用されるとともに市や町
への届出が義務付けられています。
令和３年度における特定建設作業の届出件数
は２６３件でした。

ウ 自動車交通騒音
自動車交通騒音の防止を図るため、「騒音規
制法」では個々の車両の基準となる「自動車騒
音の許容限度」を定めていますが、市町長は自
動車交通騒音の基準（「自動車騒音の要請限
度」）を超え、道路に面する地域の生活環境を
著しく損なっていると認める場合は、県公安委
員会に対して「道路交通法」に基づく交通規制
等の措置の実施を要請するとされ、また、この
場合を除き道路管理者等に意見を述べることが
できるとされています。
令和３年度においては、令和２年度に引き続
き「自動車騒音の要請限度」の超過による市町
長から県公安委員会への要請や道路管理者に対
する意見陳述はありませんでした。

② 深夜営業騒音等の対策
騒音のなかでも苦情の多いカラオケ騒音に代
表される深夜営業騒音や商業宣伝を目的とした
拡声機騒音に対しては、本県では「ふるさと環
境条例（金沢市内は金沢市環境保全条例）」に
よって規制を行っています。
県及び金沢市の条例では、飲食店営業及び喫
茶店営業をする施設を対象に夕方７時から翌朝

６時までの間は「騒音規制法」に準じた音量基
準で規制するとともに、深夜１１時から翌朝６時
までは原則としてカラオケ等の音響機器の使用
を禁止しています。
なお、カラオケを主な発生原因とする苦情の
件数は、令和３年度には３件あり、市町が指導
を行い、苦情を処理しました。

（４）振動の現況
振動は、各種公害の中でも騒音と並んでわれ
われの日常生活に関係の深い問題ですが、振動
に係る苦情件数は、例年、典型７公害の苦情件
数全体の数％前後にとどまっています。

（５）振動規制法による規制
「振動規制法」に基づき、市又は県（町域は
県）では、騒音規制と整合性をとって、規制地
域の指定（県は町の意見を聞いて設定）や規制
基準を設定しています。

① 工場振動
規制地域内にあってプレス機、せん断機、織

機等（「特定施設」）を設置している工場・事業
場（「特定工場」）において発生する振動に対し
ては、規制基準値が定められています。
令和４年３月末現在、県内における特定施設
の総数は、２７，５６８施設（特定工場数１，９６０件）で
あり、この大半は織機で占められています。（表
２０）
なお、同法では特定施設の設置、特定施設の
種類ごとの数の変更、振動発生の防止方法の変
更、また特定施設の使用廃止等の際には、市や
町への届出を義務付けています。

表２０ 振動特定施設等の届出の推移
年度

届出数 ２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

特定工場数 ２，０２４ ２，０３７ ２，０１０ １，９６９ １，９６９ １，９６０
特定施設数 ２８，１０７２８，２８５２７，９０４２７，７５９２７，５１９２７，５６８

内
訳

金属加工機械 ２，８６２ ２，９７０ ２，９４９ ２，９６２ ２，９７３ ３，０１６
圧 縮 機 １，５８０ １，６４１ １，５３２ １，５３０ １，５２０ １，５２５
織 機 ２２，５９９２２，５９９２２，３５４２２，１９６２１，９９６２２，００１
そ の 他 １，０６６ １，０７５ １，０６９ １，０７１ １，０３０ １，０２６

特定建設作業 ２０８ １７２ ２０９ １７６ １８２ １４０
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② 建設作業振動
同法の規制対象とされている建設作業は、く
い打機やブレーカーなどを使用する作業（「特
定建設作業」）です。規制地域内で行われる特
定建設作業は、敷地境界線での振動レベルや作
業時間の制限、日曜日、その他の休日の作業禁
止等の規制（災害等の場合は除きます）が適用
されるとともに市や町への届出が義務付けられ
ています。
令和３年度における特定建設作業の届出件数
は１４０件でした。

③ 道路交通振動
道路交通振動に関しても道路交通騒音と同様
に、区域及び時間の区分に応じた要請限度が設
けられていますが、令和３年度においては、市
町長からの要請はありませんでした。

６ 小松飛行場周辺の騒音の現況と対策
＜環境政策課＞

小松飛行場は、現在、民間航空の大型ジェッ
ト旅客機のほか航空自衛隊小松基地のジェット
戦闘機等が離着陸しており（表２１）、これらに
よる騒音の影響範囲は小松市をはじめ周辺５市
町に及んでいます。
特にジェット戦闘機については、騒音レベル

が高いため影響が大きく、戦闘機の騒音をめぐ
る訴訟が起こるなど、県内における大きな公害
問題となっています。
昭和５０年当時、国（防衛施設庁（当時））で
は、航空機騒音対策として小松飛行場周辺の学
校等公共施設の防音工事を進めていましたが、
昭和５０年１０月に本県及び周辺５市町（当時８市
町村）と国（防衛施設庁（当時））との間で「小

松基地周辺の騒音対策に関する基本協定書」
（「１０．４協定」）を締結し、また、同日、小松市
と加賀市は名古屋防衛施設局（当時）と個別協
定を締結し、騒音対策に取り組むこととなりま
した。
それ以降、「防衛施設周辺の生活環境の整備
等に関する法律（周辺整備法）」に基づき、国
により住宅の防音工事を中心とした種々の対策
が講じられてきています。
なお、平成１４年４月に大阪防衛施設局（当時）
から、個別協定を締結している小松市、加賀市
に対して、飛行制限の一部緩和に関する申し入
れが行われました。両市はこの申し入れを受け
入れ、同年１２月に個別協定の変更に応じていま
す。

（１）周辺対策の実施状況
小松飛行場周辺の住宅防音工事は、昭和５０年
度から開始され、「周辺整備法」の改正により、
昭和５３年には住宅防音工事の対象範囲が８５
WECPNL（WECPNLとは、加重等価平均感覚
騒音レベルを表します）以上と拡大し、その後、
昭和５５年には８０WECPNL以上、昭和５７年には
７５WECPNL以上に引き下げられ、また昭和５９
年には７５WECPNL以上の範囲の見直しが行わ
れています。
なお、住宅防音工事のうち新規防音工事（１
世帯２室）及び追加防音工事（世帯人員に応じ
て最大５室まで。平成４年度から７５WECPNL以
上の区域）は、希望する世帯での工事がほぼ完
了し、平成２２年度から防音工事を実施していな
い住居であっても一挙防音工事（世帯人員に応
じて最大５室まで）に統合されています。（図３４）

」

図３４ 住宅防音工事の進捗率（令和３年３月末現在）

表２１ 小松飛行場の概要（令和４年３月末現在）

面 積 ４，３８４，７９２m２

自 衛 隊 機 戦闘機（F１５J）、練習機（T‐４）
ヘリコプター及び捜索機

民 間 航 空
東京、札幌、福岡、那覇便（国内４路線）
ソウル便、香港便、上海便、台北便、ルクセンブ
ルク便、アゼルバイジャン便、その他チャーター便
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（２）航空機騒音に係る環境基準
航空機から発生する騒音は、レベルが高く、

またその影響は広範囲に及びます。騒音被害の
防止には、発生源対策のほか周辺対策、土地利
用対策など総合的施策が求められるため、国に
おいては、関連諸対策を推進する際の共通の目
標として、「航空機騒音に係る環境基準」（昭和
４８年環境庁告示第１５４号）を定めています。
この告示では、「総合的施策を講じても定め

られた期間内に基準達成が困難な地域において
は、家屋の防音工事等により基準達成と同等の
屋内環境が保持されるようにするとともに、基
準の速やかな達成を期するものとする」とされ
ています。本県では、周辺市町の意向を踏まえ、
国に対して「周辺整備法」に基づく周辺対策の
強化・充実を求めてきたところであり、実質的
な環境基準の達成に向けた施策の推進が図られ
てきました。環境基準の地域類型については、
周辺市町と協議し、その意向を踏まえながら検
討を進めることとしています。
なお、平成２５年４月１日から「航空機騒音に
係る環境基準」の評価指標が、従来のWECPNL
から、Lden（Lden とは時間帯補正等価騒音レ
ベルを表します。）に改正されました。これに
伴い、「周辺整備法」の住宅防音工事の対象範
囲は、従前の指定はWECPNLによる評価のま
まで、新たな指定はLdenによる評価となります。

（３）航空機騒音調査
本県と周辺市町及び防衛施設庁（当時）は、

１０．４協定に基づき、昭和５１年に小松基地騒音防
止対策協議会を設置し、小松飛行場周辺の騒音
防止対策に資することを目的として、昭和５１年
度から三者共同による航空機騒音調査を継続し
て実施しています。令和２年度の航空機騒音調
査結果は、表２２のとおりです。

（４）航空機騒音公害に係る訴訟
小松基地周辺の住民が、国を相手に自衛隊機
等の離着陸、騒音の差し止めと騒音被害に対す
る損害賠償を求めていた騒音差止等請求訴訟
（第１次・第２次訴訟）の控訴審は、平成６年

１２月６日に判決があり、自衛隊機等の離着陸等
の差止めと将来の損害賠償については請求を退
けましたが、８０WECPNL以上の地域の住民に
ついて、騒音被害が受認限度を超えているとし
て損害賠償の支払いを国に命じました（平成７
年１月判決確定）。
また、小松基地戦闘機離着陸差止等請求訴訟

（第３次・第４次訴訟）の控訴審判決では、自
衛隊機等の離着陸等の差し止めと将来の損害賠
償については請求を退けましたが、７５WECPNL
以上の地域の住民に対して、損害賠償の支払い
を国に命じました（平成１９年４月判決確定）。
さらに、小松基地戦闘機離着陸差止等訴訟（第
５次・第６次訴訟）の控訴審判決では、第３次・
第４次訴訟と同様、自衛隊機等の差し止めと将
来の損害賠償については請求を退けましたが、
７５WECPNL以上の地域の住民に対して、損害
賠償の支払いを国に命じました（令和４年３月
判決確定）。

表２２ 航空機騒音の測定結果

市町 地点名
WECPNL Lden

２８年度 ２９年度 ３０年度 R１年度 R２年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 R１年度 R２年度

小
松
市

○小島町 82 83 82 82 80 67 68 67 66 65
○高堂町 67 67 67 66 66 54 53 53 52 52
平面町 66 65 65 65 65 52 51 51 51 51

○丸の内町 82 82 81 81 81 67 66 66 66 66
白松町 65 64 65 64 64 50 49 50 50 50
今江町南 66 65 66 66 65 50 51 51 50 51
大領中町 70 71 71 70 70 56 56 56 56 56
○日末町 75 76 76 76 75 60 61 61 61 60
串 町 66 66 66 66 66 51 51 51 51 51
○上牧町 82 82 81 81 81 67 67 66 66 66
○佐美町 80 81 81 80 80 65 66 66 65 65

加
賀
市

○伊切町 77 75 75 77 76 62 60 59 63 62
○片野町 63 58 61 62 60 48 44 47 49 46
潮津町 60 62 61 58 61 48 49 48 48 49
豊 町 56 55 56 55 51 45 43 42 45 40
小塩辻町 59 60 59 57 56 46 47 46 46 43

能
美
市

○粟生町 61 62 58 61 61 49 48 44 47 47
西任田町 62 56 57 56 57 50 44 43 44 45
福島町 60 58 60 62 61 48 46 48 48 48
大長野町 57 53 56 55 55 46 40 42 42 43
秋常町 59 59 58 57 57 47 45 45 45 44
上清水町 59 62 59 59 58 46 48 46 45 44

川北町 ○壱ツ屋 60 61 61 60 62 47 47 48 47 48
白
山
市

湊 町 58 57 58 57 57 46 44 44 45 44
安吉町 57 60 58 57 55 45 46 46 43 42

（注）地点名の○は、該当地点が「防衛施設周辺の生活環境の整備等に
関する法律」第４条の「第一種区域」内であることを示す。
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７ 能登空港周辺の航空機騒音に係る環境基準
の地域類型指定について ＜環境政策課＞
「航空機騒音に係る環境基準」の改正により、
平成２５年４月からは、１日当たりの離着陸回数
が１０回以下の飛行場であって、警察、消防及び
自衛隊等専用の飛行場並びに離島にある飛行場
以外の飛行場の周辺地域が、環境基準の地域類
型のあてはめの対象となりました。
平成１５年７月７日に開港した能登空港につい
ては、１日２往復の定期便のほか、日本航空学
園の航空機の離着陸等がありますが、周辺の土
地利用等の状況をふまえ、環境基準の地域類型
の指定について検討していくこととしています。

８ 北陸新幹線鉄道騒音の現状と対策
＜環境政策課＞

（１）環境基準の地域類型指定について
平成２７年３月に開業した北陸新幹線について
は、「新幹線鉄道騒音に係る環境基準」に基づ
き、本県では平成１９年１２月７日に富山県境から
白山総合車両所手前までの地域について、住居
の用に供される地域をⅠ類型（７０デシベル）、
その他の地域で通常の生活を保全する必要があ
る地域をⅡ類型（７５デシベル）とする指定を行
いました。
また、平成２６年１０月２８日には、白山総合車両
所から能美市・小松市境までの地域類型を指定
し、平成２７年３月３１日には、能美市・小松市境
から福井県境までの地域類型を指定するととも
に、既に指定されている区間の一部見直しを行
いました。

（２）北陸新幹線鉄道騒音調査
令和３年度に県及び金沢市が北陸新幹線沿線
の騒音及び振動を調査した結果、本県沿線１６地
点における騒音環境基準の達成率は、主として
住居の用に供される地域のⅠ類型では３６％、商
工業の用に供される地域等Ⅰ類型以外の地域で
あって通常の生活を保全する必要がある地域の
Ⅱ類型では１００％で、合計４４％の達成率でした。
なお、振動は全て国の指針値以下でした。
本県では、環境基準を達成しなかった地域に

ついて、鉄道運輸機構及び JR西日本に対し騒
音対策の推進を要請しました。今後とも、関係
市町と情報共有を図り、騒音測定を行いなが
ら、その結果を踏まえ、国や鉄道運輸機構等に
必要な要請をしていくこととしています。

９ 土壌環境の保全
＜環境政策課＞

（１）土壌汚染に係る環境基準
土壌汚染は、典型７公害の一つに位置付けら
れ、その原因は工場等からの排水によるものか
ら、自然に含まれる地域に由来するものとさま
ざまです。
「環境基本法」第１６条に基づく土壌の汚染に
係る基準値は、「人の健康を保護し、生活環境
を保全する上で維持されることが望ましい基
準」として、カドミウム等２９物質について定め
られています。

（２）土壌汚染の現況及び対策
有害物質により汚染された土壌の直接摂取や
有害物質が溶け出た地下水を飲用することによ
る人の健康被害を防止するため、「土壌汚染対
策法」が平成１５年２月１５日に施行されました。
その後、法に基づかない調査での土壌汚染の
発見の増加や掘削除去の偏重、汚染土壌の不適
正な処理による汚染の拡散等の新たな課題が生
じたため、土壌の汚染状況の把握のための機会
の拡充、指定区域の区分と講ずべき措置の明確
化や、汚染土壌の適正処理の確保のため汚染土
壌処理業の新設等が平成２２年４月１日から施行
され、また、土壌汚染状況調査の実施対象とな
る土地の拡大や、汚染除去等の措置内容に関す
る計画提出命令の創設等が平成３１年４月１日か
ら施行されており、その概要は図３５のとおりです。
トリクロロエチレンなどの有害物質を使用す
る特定施設を廃止する場合、土地所有者等は土
壌汚染状況調査と報告の実施を義務付けられて
います。県内（金沢市を含む）では、令和３年
度に４件（令和２年度末までに９８件）の特定施
設が廃止されました。また、６件について引き
続き工場として使用する等のため、土地所有者
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等に課せられた調査義務を一時的に免除しました。
また、改正法の施行により平成２２年４月から
は、土地所有者等は自主調査結果に基づき県や
金沢市に対して区域指定をするよう申請できる
ようになりました。
県内では令和３年度末で、４件を要措置区域
に、６件を形質変更時要届出区域に指定してい
ます（表２３、表２４）。

（３）農用地土壌汚染－小松市梯川流域の重金属
汚染問題－
有害物質によって農用地が汚染されると、農

作物の生育阻害を生ずるほか、有害物質を吸収
した農産物を摂取することによって人の健康を
損なうおそれがあります。
このため「農用地の土壌の汚染防止等に関す
る法律（農用地土壌汚染防止法）」に基づきカ
ドミウム、銅、ヒ素について、農用地土壌汚染
対策地域の指定要件などが定められています。
小松市の梯川流域では、昭和４３年９月に行わ

れた名古屋鉱山保安監督部の梯川の調査で水質
の汚染が判明し、また昭和４８年夏期の異常渇水
気象を契機とした倉庫保管米と立毛玄米調査
（収穫する前の玄米）の結果、当時の「食品衛

図３５ 土壌汚染対策法の概要
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生法」の規格基準（カドミウム含有量１．０ppm
以上）に適合しない米が見つかりました。
昭和４９～５０年度に実施した学識者による梯川

流域汚染機構解明委員会の各種調査において、
梯川流域農用地の重金属汚染の原因は上流の旧

尾小屋鉱山（昭和４６年１２月閉山）の採掘に由来
していると結論づけられました。
その後の対策工事の沿革は、図３６のとおり

で、平成４年３月に農用地土壌汚染対策区域の
指定を解除しました。
なお、旧尾小屋鉱山からの坑廃水は、現在も
重金属を多く含むため、坑廃水処理事業者が坑
廃水の処理を実施しており、県では、国、小松
市と連携して、坑廃水処理事業者に対して、そ
の経費の一部を補助し、休廃止鉱山に係る鉱害
の防止を図っています。

図３６ 小松市梯川流域農用地土壌汚染対策事業の沿革

１０ 化学物質関係

（１）ダイオキシン類
＜環境政策課・資源循環推進課＞

① ダイオキシン類の環境基準
ダイオキシン類は、工業的に製造する物質で
はなく、ものの燃焼の過程などで副次的に生成
される物質です。
国は、「平成１４年度末までに総排出量を平成

９年に比べ約９割削減する」との基本方針を策
定し、平成１２年１月に「ダイオキシン類対策特
別措置法」を施行しました。
「ダイオキシン類対策特別措置法」では、国

民の健康の保護を図るため、
・耐容一日摂取量（TDI）や環境基準といった

表２３ 土壌汚染対策法に基づく届出・命令・報
告等の状況（令和３年度）

区 分 令和２年
度末まで

令和３年度 令和２年度
全国県 金沢市 計

法第３条
関係

有害物質使
用特定施設
の使用廃止

９８ ２ ２ ４ ８１７

調査結果の
報告 ２４ １ １ ２ ２６３

調査義務の
一時的免除 ６９ ２ ４ ６ １，０６５

法第４条
関係

３０００㎡以上
の形質変更
の届出

１，００８ １２４ ２９ １５３ １５，５２５

調査命令の
発出 ０ ０ ０ ０ ６６

調査結果の
報告 ０ ０ ０ ０ ８２

法第５条
関係

調査命令の
発出 ０ ０ ０ ０ ０

法第１４条
関係 指定の申請 ２１ ２ ０ ２ ２１７

法第６条
及び
法第１１条

前年度末時
点の指定件
数（Ａ）

３ ４ ７ ２，９６０

要措置区域
件数（Ｂ） １ １ ２ ６０

形質変更時
要届出区域
件数（Ｃ）

１ ０ １ ４５８

区域指定解
除（Ｄ） ０ ０ ０ ２２８

引き続き指定
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ－Ｄ） ５ ５ １０ ３，２５０

表２４ 土壌汚染対策法の要措置区域及び形質
変更時要届出区域（令和３年度）

区分 指定年月日
（解除年月日）

区域の所在地
及び面積

指定基準に適合しない
特定有害物質

要措置
区 域

平成２５年９月２４日
（平成２６年８月１日 一部解除）

金沢市芳斉１丁目
９４．２㎡ 六価クロム化合物

平成２７年１月１３日
（平成２７年１０月１日 一部解除）

金沢市長町１丁目
１，３６６．４５㎡ 砒素及びその化合物

令和３年１２月２８日 白山市湊町丙２番５
３８０．５８㎡ ふっ素及びその化合物

令和４年１月２１日 金沢市東山３丁目
１９９．８６㎡ テトラクロロエチレン

形 質
変更時
要届出
区 域

平成２１年２月１７日 能美市湯谷町
５，５１１㎡

鉛及びその化合物
ほう素及びその化合物

平成２１年２月２３日 金沢市進和町
６７３．０㎡

六価クロム化合物
鉛及びその化合物
ほう素及びその化合物

平成２３年８月３０日 かほく市木津
９，６５９㎡

鉛及びその化合物
砒素及びその化合物

平成２７年７月１日 金沢市示野町
３２１．２㎡ ふっ素及びその化合物

平成２７年７月３１日 内灘町字大学１丁目
５，９９７m２ 砒素及びその化合物

令和３年１２月２８日
白山市湊町井１番
２３、子４番７
１，２８４．９３㎡

砒素及びその化合物
ふっ素及びその化合物
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ダイオキシン類対策の基本となる基準の設定
・排出ガスや排出水に関する規制
・汚染状況の調査の実施
などが定められたほか、国民、事業者、国及び
地方公共団体が、それぞれの立場からダイオキ
シン類による環境汚染の防止に努めることが責
務とされています。

② ダイオキシン類環境調査の状況
県では、「ダイオキシン類対策特別措置法」に

基づき、国、金沢市等と連携してダイオキシン
類測定計画を作成し、県内の大気、水質、土壌
等を対象とした常時監視を計画的に実施してい
ます。
令和３年度の調査では、大気、水質、底質、
地下水、土壌の５種類について、すべての地点
で環境基準を達成していました。（表２５）
なお、大気、底質、地下水、土壌の４種類に
ついては、平成１２年度の調査開始以来、すべて
の地点で環境基準を達成しています。

③ 発生源に対する規制
ア 特定施設の概況と届出状況
「ダイオキシン類対策特別措置法」では、規

制対象となる「大気基準適用施設」及び「水質
基準対象施設」（「特定施設」といいます）を設
置する者に対して、届出を義務付けています。
県内の特定施設は、そのほとんどが廃棄物焼
却炉及びその関連施設です。（表２６）

【耐容一日摂取量】（TDI）

・４pg－TEQ/kg 体重／日

TDI（Tolerable Daily Intake）とも呼ばれ、人が一

生涯にわたり摂取しても健康に対する有害な影響

が現れないと判断される体重１kg当たり１日当

たりの摂取量のことです。

【環境基準】

・大気：０．６pg－TEQ/m３以下（年平均値）

・水質：１pg－TEQ/Ｌ以下（年平均値）

・土壌：１，０００pg－TEQ/g 以下

・底質：１５０pg－TEQ/g 以下

【毒性等量】（TEQ）

ダイオキシン類は、物質の種類ごとに毒性が異な

るため、最も毒性の強い２，３，７，８‐テトラクロロジ

ベンゾ‐１，４‐ジオキシンの毒性を１とした毒性換

算係数を用いて計算し、ダイオキシン類の濃度を

物質ごとの毒性を足し合わせた値（TEQ（Toxicity

Equivalency Quantity））で表します。

表２６ 特定施設の届出状況（令和４年３月末現在）

施 設 施設数

大気基準
適用施設

アルミニウム合金の製造施設 １
廃棄物焼却炉 １０１

小 計 １０２

水質基準
対象施設

廃棄物焼却炉廃ガス洗浄施設 等 １８
フロン類破壊施設廃ガス洗浄施設 ２
下水道終末処理施設 ４

小 計 ２４
合 計 １２６

表２５ ダイオキシン類に係る調査結果

調査対象
媒体 環境基準 種類又は地域

分類（水域群）

令和３年度環境調査結果
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度環境基準

超過地点数
／地点数

調査対象
媒体の
平均値

濃度の範囲

大 気 ０．６
pg-TEQ/m３

一般環境 ０／ ８ ０．００７５ ０．００４５ ～ ０．０２０ ０．０１２ ０．００８０ ０．０１０ ０．００７５
発生源周辺 ０／ ３ ０．００６４ ０．００６２ ～ ０．００６８ ０．０１６ ０．００５５ ０．００８７ ０．００６５

公共用
水 域
水 質

１
pg-TEQ/L

全 体 ０／３０ ０．１７ ０．０２３ ～ ０．５３ ０．３０ ０．２０ ０．１９ ０．２１
河 川 ０／２５ ０．１６ ０．０４１ ～ ０．５３ ０．１７ ０．２０ ０．１８ ０．２１
湖 沼 ０／ ３ ０．４１ ０．３４ ～ ０．５３ ０．２１ ０．３１ ０．２９ ０．３１
海 域 ０／ ２ ０．０２７ ０．０２３ ～ ０．０３０ ０．０９０ ０．０３０ ０．２４ ０．０２４

公共用
水 域
底 質

１５０
pg-TEQ/g

全 体 ０／２７ ２．６ ０．１５ ～ ３２ ４．７ ３．２ ４．９ ３．９
河 川 ０／２２ ２．８ ０．１８ ～ ３２ ５．３ ３．５ ５．５ ４．４
湖 沼 ０／ ３ ０．４５ ０．２６ ～ ０．７８ ０．６７ ０．６８ ０．６０ ０．５８
海 域 ０／ ２ ４．０ ０．１５ ～ ７．９ ３．４ ４．３ ４．９ ４．４

地下水 １
pg-TEQ/L ０／１１ ０．０１６ ０．０１３ ～ ０．０３４ ０．０６１ ０．０２４ ０．０２８ ０．０１９

土 壌 １０００
pg-TEQ/g 一般環境 ０ ／ １１ ０．４０ ０．０１１ ～ １．４ ０．２５ １．０ ０．２７ ０．５９
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イ 排出ガス及び排出水に関する規制
特定施設から排出するガスや排出水には、施
設の種類、規模ごとに排出基準値が定められて
います。特定施設の設置者は、排出基準を遵守
するとともに、自主測定を実施し、その測定結
果の報告が義務づけられています。

④ ダイオキシン類の対策
国の推計では、令和２年の全国のダイオキシ
ン類の排出総量は９８～１００g-TEQ／年とされ、法
の規制開始前の平成９年の７，６８０～８，１３５g-TEQ／
年に比べ約９９％削減したとされています。
しかしながら、ダイオキシン類は分解しにく
い物質であるため、引き続き監視、指導を実施
していきます。
また、ダイオキシン類は、そのほとんどがも
のを燃焼する過程などで発生するため、ごみの
量を減らすことがダイオキシン類の発生量を抑
制する対策として効果的です。私たち一人ひと
りが、ものを大切に長く使い、また、使い捨て
製品を使わないよう心がけ、ごみを減らし、再
利用やごみの分別・リサイクルに協力すること
がとても重要になります。

（２）化学物質
＜環境政策課＞

① 化学物質の事前審査・製造等の規制
科学技術の発展により、世界では約１０万種、

日本国内でも約５万種の化学物質が流通してい
るといわれています。
日本では、PCBによる環境汚染問題を契機
として、昭和４８年に「化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律（化学物質審査規制法）」
が制定され、新たに製造・輸入される化学物質
については、事前に人への有害性などを国が審
査するとともに、環境を経由して人の健康を損
なうおそれがある化学物質については製造、輸
入及び使用を規制する仕組みが設けられていま
す。

② 化学物質の排出量の把握（PRTR制度）
化学物質による環境汚染の未然防止に関する

国民の関心の高まりを受け、有害性が判明して
いる化学物質については、人体等への悪影響と
の因果関係の判明の程度にかかわらず、事業者
による管理活動を改善・強化し、環境の保全を
図るため、平成１１年７月１３日に「特定化学物質
の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促
進に関する法律（PRTR法）」が公布されました。
PRTR制度とは、人の健康や生態系に有害な
おそれがあり、環境中に広く存在すると認めら
れるベンゼンやトルエンなど４６２種類（平成２１
年度までは３５４種類）を１重量％以上含有する
化学薬品、染料、塗料、溶剤等を年間１トン以
上取り扱う、従業員数が２１人以上の事業者（業
種指定あり）が、環境中への排出量及び廃棄物
に含まれることによる移動量を自ら把握して、
毎年、行政庁に報告する制度です。
行政庁は、このような事業者からの報告や統
計資料を用いた推計によって、国内での排出量
・移動量を集計し、公表しています。（図３７）

図３７ 化学物質の排出量の把握の体系図
（PRTR法）

県内では、令和２年度には４１６事業所から１４２
種類の化学物質についての届出があり、その排
出量・移動量の合計は３，６４７トンで、令和元年
度の３，７２１トンより７４トン減少していました。
（表２７）
また、平成１６年４月からは、「ふるさと環境

条例」により、「PRTR法」の届出対象事業者
は、前年度の対象化学物質の取扱量等（製造量
及び使用量）を県に報告しなければならないこ
ととなっています。

③ 化学物質環境実態調査
環境省では、環境中における残留性のある化

第
２
部

第
４
章

生活環境の保全第４章

－ 100 －



学物質や人体に影響を与える化学物質を対象に
全国の環境中の濃度を把握する「化学物質環境
実態調査」を行っています。この国の調査は昭
和４９年度から実施されており、本県でも、昭和
６０年度から本格的にこの調査に参加し、県内の
化学物質の環境実態の把握に取り組んでいま
す。この調査結果は、環境省のホームページで
公表されています。
また、県でも未規制の化学物質の実態を把握
するための調査を独自に実施しています。

④ 化学物質の内分泌かく乱作用
国は化学物質による内分泌系をかく乱する作
用が人の健康や野生生物に及ぼす影響につい
て、平成１０年に「環境ホルモン戦略計画
SPEED’９８」を策定し、６５物質に対する調査研
究を始めました。これまでの調査や研究では、
「ヒト推定ばく露量を考慮した用量では明らか
な内分泌かく乱作用は認められない」との判断
がなされています。

一方、近年、米国やEUにおいて化学物質の
内分泌かく乱作用の評価を順次進める計画が動
き出し、OECD（経済協力開発機構）でも加盟
国の協力の下で内分泌かく乱化学物質の評価に
関する検討が本格的に進められようとしていま
す。
国でも、平成２８年に作成された「化学物質の

内分泌かく乱作用に関する今後の対応－
EXTEND２０１６－」において、今後の対応の方向
性がとりまとめられており、今後とも知見の集
積が必要な状況となっています。

（３）農薬
＜環境政策課＞

農薬は、人の健康や生態系に悪影響を及ぼす
おそれがあることなどから、「農薬取締法」に
基づき「作物残留、土壌残留、生活環境動植物
の被害防止及び水質汚濁に関する基準」に適合
し、農林水産大臣の登録を受けた農薬でなけれ
ば製造、販売等ができないことになっていま
す。
県では「農薬取締法」に基づき、農薬販売者
や取扱者への指導を継続的に実施しています。
このほか、登録を受けた農薬であっても、学
校や保育所、病院、公園等の公共施設、住宅地
に近接する街路樹、森林、家庭菜園の周辺では、
農薬の飛散を原因とする住民や子ども等への健
康被害が生じないよう、適正使用を心がけるこ
とが重要です。

農薬の適正使用のポイント

①植栽の実施及び更新の際には、病害虫が発生
しにくい植物及び品種を選定するように努める
こと。
②定期的に農薬を散布することをやめ、日常的
な観測によって病害虫被害等の発生を早期的に
発見し、被害を受けた部分の除去や捕殺等の物
理的防除により対応するよう努めること。
③やむを得ず農薬を使用する場合は、誘殺、塗
布、樹幹注入等散布以外の方法を活用するとと
もに、やむを得ず散布する場合であっても、最
小限の部位及び区域の散布にとどめること。

表２７ 令和２年度PRTR届出データの公表概要

１ 届出の状況
４１６事業所（２９業種）から１４２種類の化学物質
の届出がありました。

２ 届出の集計結果
（単位：トン／年）

大気への排出 １，２７５
届出 公共用水域への排出 ６６
排出 土壌への排出 ０
量 事業所内の埋立処分 ０

小 計 １，３４０
届出 事業所外への廃棄物としての移動 ２，３０６
移動 下水道への移動 １
量 小 計 ２，３０７

合 計 ３，６４７

順位 化学物質名 届出
排出量

届出
移動量 計

１ トルエン ４４７ １，２５１ １，６９８
２ キシレン ３８３ ９９ ４８３
３ ふっ化水素及びその水溶性塩 ２０ ３１８ ３３８
４ エチルベンゼン ２５６ ６５ ３２１
５ ノルマル－ヘキサン ５３ １１９ １７２
６ アセトニトリル ０ ７６ ７６
７ ほう素化合物 ２４ ４１ ６４
８ １,４―ジオキサン １ ５８ ５９
９ Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド ２３ ２６ ４８
１０ １,２,４―トリメチルベンゼン ３４ １２ ４７

上記の上位１０物質の計 １，２４０ ２，０６６ ３，３０６
上位１０物質以外の計 １００ ２４１ ３４１

合 計 １，３４０ ２，３０７ ３，６４７
注 小数点以下を四捨五入しているため、計が一致しない場合があります。
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① ゴルフ場での農薬使用
本県では、平成２年７月に「石川県ゴルフ場
農薬等安全使用指導要綱」を制定し、ゴルフ場
での農薬使用に関する基準を定めるとともに、
事業者に使用農薬の排出状況の監視と報告等を
義務づけています。

② 県有施設での農薬使用
本県では、平成１３年度から県有施設等におけ

る農薬使用量調査を実施し、可能な限り農薬使
用の抑制に努めています。

令和３年度の県有施設における農薬使用量
は、令和２年度に比べ、約２６４kg 増加していま
した。（表２８）

（４）家庭用品の規制
① 家庭用品の規制基準
日常生活で使用される家庭用品（繊維製品、
洗浄剤、家庭用エアゾル製品等）には、各種の
化学物質が処理剤、加工剤（難燃性、柔軟性、
防かび性等）等として使用される場合がありま
す。
このような家庭用品に含まれる化学物質によ
る健康被害を防止するため、「有害物質を含有
する家庭用品の規制に関する法律（家庭用品規
制法）」により、ホルムアルデヒド、塩化水素等
の２１物質の基準が設けられ、基準に適合しない
家庭用品の販売や授与等が禁止されています。

② 家庭用品の衛生監視
県では、家庭用品衛生監視員を配置し、関係
業者への指導を行うとともに家庭用品の試買試
験を実施し、基準に適合しない家庭用品が流通
しないよう監視を行っています。
令和３年度は、４９件の家庭用品を対象に試買
試験を実施し、１件の基準違反がありました（表
２９）。県では、当該販売店に対し改善指示をす
るとともに、製品の卸売業者及び輸入業者を所
管する自治体に対し通報を行いました。

④農薬取締法に基づいて登録された、対象の植
物に適用のある農薬を、ラベルに記載された使
用方法及び使用上の注意事項を守って使用する
こと。
⑤病害虫の発生前に予防的に農薬を散布しよう
として、いくつかの農薬を混ぜて使用する「現
地混用」は行わないこと。また、やむを得ない
場合でも、有機リン系農薬同士の混用は行わな
いこと。
⑥農薬散布は、近隣に影響が少ない天候の日や
時間帯を選び、農薬の飛散を抑制するノズルの
使用に努め、風向き、ノズルの向き等に注意し
て行うこと。
⑦農薬の散布に当たっては、事前に周辺住民に
対して十分な周知を行うこと。その際、過去の
相談等により、近辺に化学物質に敏感な人が居
住していることを把握している場合は、十分配
慮すること。
⑧農薬の使用履歴を記録し、一定期間保管する
こと。
⑨農薬散布後に、周辺住民等から体調不良等の
相談があった場合には、農薬中毒の症状に詳し
い病院又は公益財団法人日本中毒情報センター
の相談窓口等を紹介すること。

表２８ 令和３年度県有施設等における農薬使用
量調査結果

（単位：kg）
区分 県有施設内 公 園 街 路 計

殺虫剤 １６７．０
（１５．５％）

１６０．６
（１５．４％）

０．０
（０％）

３２７．５
（１５．５％）

殺菌剤 ２７．３
（２．５％）

１５２．７
（１４．６％）

０．０
（０％）

１８０．０
（８．５％）

除草剤 ８８０．８
（８１．９％）

７３０．２
（７０．０％）

０．６
（１００％）

１６１１．７
（７６．０％）

計 １０７５．１
（１００％）

１０４３．５
（１００％）

０．６
（１００％）

２１１９．３
（１００％）

※ここでいう農薬使用量とは、薬剤の使用量（希釈して使用するものは希釈前
の薬剤量）である。なお、液剤については比重を１として重量換算した。
※小数点第二位を四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

表２９ 家庭用品の試買試験結果（令和３年度）

試 買 項 目 基準違反件数
試験件数

ホルムアルデヒド（一般用） １／１９
ホルムアルデヒド（乳幼児用：生後２４月以内） ０／ ８
水酸化カリウム又は水酸化ナトリウム ０／ ２
塩化水素又は硫酸 ０／ ２
有機水銀化合物 ０／ ２
メタノール ０／ ２
テトラクロロエチレン ０／ ２
トリクロロエチレン ０／ ２
容器試験 ０／ ４
ジベンゾ［a,h］アントラセン ０／ ２
ベンゾ［a］アントラセン ０／ ２
ベンゾ［a］ピレン ０／ ２

計 １／４９
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１１ 公害苦情・紛争の解決
＜環境政策課＞

（１）公害苦情の現状及びその処理状況
① 公害苦情件数の推移
県及び各市町が受理した公害苦情の件数は、
地盤沈下による公害苦情が多く寄せられた昭和
４６年度が最大であり、昭和４７年度から昭和５０年
度までが８００から９００件台、昭和５１年度から平成
３年度までは５００から７００件台で推移してきまし
た。平成１０年度からは大気汚染の苦情が増加
し、平成１５年度には１，１５２件と昭和４７年度以降
の最多となりましたが、その後は減少から横ば
い傾向を示しています。
令和３年度の苦情受付件数は５０４件で前年度

の４９９件に比べ５件増加しました（図３８）。

② 公害の種類別・発生源別苦情件数
公害の種類は、典型７公害（大気汚染、水質
汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭）
と典型７公害以外（廃棄物投棄、日照不足、通
風妨害、夜間照明など）に区分されます。

ア 典型７公害
令和３年度の典型７公害の苦情受付件数は

３６０件で、前年度の３３５件に比べ２５件増加しまし
た。公害の種類別では、全国的な傾向と同様、

本県でも大気汚染、水質汚濁、騒音、悪臭が多
く、土壌汚染、振動、地盤沈下が少ない状況で
す（表３０）。
また、発生源別では、個人が最も多く、次い
で建設業、不明、製造業が多い状況です（表３１）。

イ 典型７公害以外
令和３年度の典型７公害以外の苦情受付件数
は１４４件（令和２年度１６４件）で、廃棄物の投棄
が４８件、その他が９６件（うち８７件は雑草の繁茂
等の自然系が発生要因）となっています（表
３２）。

③ 公害苦情の処理状況
公害苦情の解決には発生源者の理解と協力が
必要です。このため現地調査による事情聴取等
をもとに発生源者に対し、作業方法・時間帯の
改善、気配り等の軽易な対策を指導するほか、
必要に応じて公害防止施設の設置等による改善
を指導しています。
県及び市町が令和３年度に処理した苦情件数
は、令和３年度に新規受理した５０４件のうち翌
年度に処理を繰り越した１件を除く５０３件のほ
か、前年度から処理が繰り越された苦情２件の
合計５０５件であり、処理率は９９．８％でした。

図３８ 公害苦情件数の推移（昭和４６～令和３年度）
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表３０ 公害の種類別苦情件数の内訳

区分
年度

典 型 ７ 公 害 典型７公
害以外の
苦 情

合 計大気
汚染

水質
汚濁

土壌
汚染 騒音 振動 地盤

沈下 悪臭 計

R３ １０７ ７１ － １２６ ６ － ５０ ３６０ １４４ ５０４（２１．２） （１４．１） （－） （２５．０） （１．２） （－） （９．９） （７１．４） （２８．６）

R２ １１１ ８２ １ ７８ ６ － ５７ ３３５ １６４ ４９９（２２．２） （１６．４） （０．２） （１５．６） （１．２） （－） （１１．４） （６７．１） （３２．８）

R１ ６５ ７７ － ９６ ５ － ５９ ３０２ １６５ ４６７（１３．９） （１６．５） （－） （２０．６） （１．１） （－） （１２．６） （６４．７） （３５．３）
（参考）
全国R２

１７，０９９ ５，６３１ １９４ １９，７６９ ２，１７４ ２０ １１，２３６ ５６，１２３ ２５，４３４ ８１，５５７（２１．０） （６．９） （０．２） （２４．２） （２．７） （０．０） （１３．８） （６８．９） （３１．２）
（注）（ ）内は構成比（％）である。複数の公害苦情は主たる苦情で区分した。

四捨五入の関係で計数が１００％にならないことがある。

表３２ 公害苦情の主な発生原因

区分

主な発生原因

典型７公害 典型７公害以外
合計大気

汚染
水質
汚濁

土壌
汚染 騒音 振動 地盤

沈下 悪臭 計 廃棄物
投棄 その他 計

焼 却（施設） 16 1 17 1 1 18
産業用機械作動 5 26 1 4 36 1 1 37
産業排水 4 2 6 6
流出・漏えい 39 8 47 47
工事・建設作業 15 1 49 5 2 72 72
飲食店営業 5 4 9 9
カラオケ 3 3 3
移動発生源（自動車） 1 6 1 8 8
移動発生源（鉄 道） 0 0
廃棄物投棄 0 42 1 43 43
家 庭（機 器） 1 7 1 9 9
家 庭（ペット） 1 1 2 1 1 3
家 庭（その他） 4 5 6 7 22 1 1 23
焼 却（野焼き） 60 6 66 4 1 5 71
自然系 1 5 6 87 87 93
その他 2 21 6 29 3 3 32
不 明 3 16 2 7 28 1 1 2 30

計 107 71 0 126 6 0 50 360 48 96 144 504
（注）公害の区分が典型７公害以外のうち「その他」であって、主な発生原因が自然系であるものは、自然に存在する動植物又は自然現象による

原因であることが判明している苦情（空き地での雑草・木の繁茂、害虫の発生等）。

表３１ 典型７公害の発生源の内訳

区分

年度
農 林
水産業 建設業 製造業 運 輸

通信業
卸売・
小売業、
飲食店

サービス業 その他
会社・事業所以外

合計
個人 その他

・不明

Ｒ３ ４ ８７ ４１ ７ ２２ ２５ １１ １０３ ６０ ３６０（１．１） （２４．２） （１１．４） （１．９） （６．１） （６．９） （３．１） （２８．６） （１６．７）

Ｒ２ １０ ５３ ３３ １０ １９ ２８ ４ １１１ ６７ ３３５（３．０） （１５．８） （９．９） （３．３） （５．７） （８．４） （１．２） （３３．１） （２０．０）

Ｒ１ １２ ６３ ３４ ５ ３２ ２６ ６ ８６ ３８ ３０２（４．０） （２０．９） （１１．３） （１．７） （１０．６） （８．６） （２．０） （２８．５） （１２．６）
（参考）
全国Ｒ２

１，８４５ １２，３８３ ５，１６７ ９８９ ５，０７８ ３，１１３ １，７８９ １６，１６７ ９，５９２ ５６，１２３（３．３） （２２．１） （９．２） （１．８） （９．０） （５．５） （３．２） （２８．９） （１７．１）
（注）１ （ ）内は構成比（％）である。四捨五入の関係で計数が１００％にならないことがある。

２ 「サービス業」は不動産業、医療・福祉、教育等で、「その他」は鉱業、電気・ガス・熱供給・水道業、公務、分類不能の産業とした。なお
「会社、事業所以外のその他・不明」は、「どこからか悪臭が漂う」、「河川に魚が浮いた」等で発生源が判明できない場合として区分した。
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しかしながら近年は個人が発生源である苦情
も増えています。例えば家庭生活における騒音
等に関しては、法的な規制に馴染まない例が多
く、自分の出した音がまわりの人に迷惑をかけ
ていることもあります。ちょっとした気づか
い・気配りが重要です。

（２）公害紛争の処理状況
解決をみない公害苦情が公害紛争に至った場
合、当事者は裁判による司法的解決を求めるこ
とができるほか「公害紛争処理法」による公害
紛争の解決を図る制度を利用することができま
す。

① 公害紛争処理制度
「公害紛争処理法」による紛争処理機関とし
て、国には公害等調整委員会が置かれ、裁定及
び特定の紛争（いわゆる重大事件、広域処理事
件等）についてのあっせん、調停及び仲裁を行
います。また、都道府県には公害審査会を置く
ことができることとなっており、本県では、昭
和５０年に石川県公害審査会を置き、県内で発生
した公害紛争の処理に当たっています。

② 公害紛争の概況
国の公害等調整委員会に、公害の紛争に対す
るあっせん、調停、仲裁及び裁定の申請があっ
た件数は、昭和４５年１１月の公害紛争処理制度発
足から令和３年度末までに１，１０１件に達してお
り、このうち１，０５３件が終結しています。
また、本県の公害審査会に対する申請は、こ

れまでに１３件あり、すべての事件が終結してい
ます（表３３）。

（３）企業における公害防止体制の整備
① 工場における公害防止組織
工場において公害防止体制（人的組織）を整

備することは、産業活動に起因する環境汚染を
防止し、県民の健康と良好な生活環境を保全す
るうえで重要な役割を果たすものです。
このため「特定工場における公害防止組織の
整備に関する法律（公害防止管理者法）」では、
製造業（物品の加工業を含む。）、電気供給業、
ガス供給業、熱供給業の４業種を対象に公害に
関する技術的業務を担当する公害防止管理者と
その代理者、それを統括管理する公害防止統括
者、公害防止統括者を補佐し公害防止管理者を
指揮する公害防止主任管理者の選任と届出を義
務づけています。

② 企業等での自主的取り組み
環境への負荷の少ない持続可能な社会の実現
を目指して、より良い環境を将来の世代に引き
継いでいくためには、県民、事業者、民間団体、
行政のそれぞれが自分たちの役割を理解し、日
常の生活や事業活動の中で自主的、積極的に環
境保全に取り組むことが必要です。
県内の企業でも環境問題への自主的取り組み
として、ISO１４００１やエコアクション２１といった
「環境マネジメントシステム」を取得するほか、
本県独自の「いしかわ事業者版環境ISO登録制
度」によって、環境保全に取り組む企業が増え
ています。

表３３ 石川県公害審査会における事件の処理状況

調停申請年月 事 件 の 概 要 調停結果

昭和 ４８年 ５月 織物工場からの振動 成 立

昭和 ５２年 １月 撚糸工場からの騒音 成 立

昭和 ６０年 ７月 大型冷凍庫からの騒音 成 立

平成 ２年 １１月 ゴルフ場の建設 打 切

平成 ３年 ３月 ゴルフ場の建設 打 切

平成 ４年 １１月 堆積場からの騒音・粉じん 成 立

平成 ６年 ２月 下水道工事に伴う地盤沈下 打 切

平成 ８年 １２月 木工所からの騒音・ばいじん 成 立

平成 ９年 ６月 変電所の建設 打 切

平成 １１年 ３月 染色工場からの騒音・振動 打 切

平成 １７年 １２月 鍛造工場からの騒音・振動 打 切

平成 ２８年 １月 市道供用に伴う自動車騒音 打 切

令和 ３年 １２月 公衆浴場のばいじん・悪臭・騒音 取 下
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１２ 原子力安全確保対策
＜危機対策課原子力安全対策室＞

（１）安全確保対策の推進
① 志賀原子力発電所の運転状況
石川県と志賀町は、北陸電力（株）と、志賀
原子力発電所周辺の地域住民の安全を確保し、
生活環境の保全を図るため、「志賀原子力発電
所周辺の安全確保及び環境保全に関する協定書
（以下「安全協定」という。）」を締結していま
す。
県は、これに基づいて周辺環境放射線監視、
温排水影響調査、志賀原子力発電所の立入調査
等を実施し、志賀原子力発電所の安全確保を図
っています。
志賀原子力発電所１号機は平成２３年３月１日
に再循環ポンプのトラブルにより停止し、平成
２３年１０月８日から第１３回定期検査を開始しまし
た。２号機は平成２３年３月１１日から第３回定期
検査を開始しました。令和４年３月末現在、１
号機、２号機とも停止しています。

② 東北地方太平洋沖地震を踏まえた安全対策
東北地方太平洋沖地震により東京電力（株）
福島第一原子力発電所が被災したことを受け、
国は、平成２３年３月３０日、福島第一・第二原子
力発電所以外の原子力発電所を保有する原子力
事業者に対し、福島第一原子力発電所を襲った
ような津波による全交流電源喪失等から発生す
る炉心損傷等を防止するため、緊急安全対策を
指示しました。４月２２日、北陸電力は国に対し
対策結果を報告し、５月１１日、国から妥当であ
ると評価されました。
平成２３年６月７日、国は万一シビアアクシデ
ントが発生した場合でも迅速に対応するための
措置として、中央制御室の作業環境の確保や水
素爆発防止対策などを講じるよう原子力事業者
に指示しました。６月１４日、北陸電力は国に対
し順次対策を実施していくと報告し、６月１８
日、国から措置の実施について妥当であると評
価されました。
この他、北陸電力は、安全対策の一環として

平成２４年９月に志賀原子力発電所敷地内への浸
水防止策の一つである防潮堤・防潮壁を建設す
るとともに、１２月には非常用電源の確保策とし
て大容量電源車を配備しました。また、平成２５
年３月には防災資機材倉庫を、９月には、緊急
時対策棟を建設し運用を開始しました。
一方、国においては、福島第一原子力発電所
事故の教訓を踏まえ、平成２４年９月に原子力規
制委員会が発足するとともに、平成２５年７月に
は新たな規制基準を策定し、北陸電力をはじめ
各原子力事業者は、新規制基準に適合するよう
各種対策に取り組んでいます。

③ 新規制基準適合性に係る審査
北陸電力は、平成２６年８月１２日、志賀原子力
発電所２号機の新規制基準適合性に係る審査を
受けるため、原子力規制委員会に原子炉設置変
更許可、工事計画認可及び保安規定変更認可の
申請を行いました。平成２６年度から令和３年度
にかけて、国において１９回の審査会合が開催さ
れました。

④ 敷地内破砕帯の追加調査
志賀原子力発電所の敷地内の破砕帯につい
て、平成２４年７月１８日、国の専門家会合で活動
性のある断層ではないかとの指摘がなされ、国
から北陸電力に対して追加調査が指示されまし
た。７月２５日、北陸電力は国に対し追加調査計
画を提出するとともに、８月１０日から追加調査
を開始し、平成２５年１２月１９日に国に対し最終報
告書を提出しました。国においては、平成２６年
３月から平成２８年３月にかけて有識者による８
回の評価会合が開催され、その評価書が平成２８
年４月２７日に原子力規制委員会において受理さ
れました。評価書は（３）の審査会合において、
重要な知見の一つとされています。

⑤ 石川県原子力環境安全管理協議会
県は、地域住民の安全確保及び生活環境の保
全に必要な事項を協議するため、安全協定に基
づき、「石川県原子力環境安全管理協議会（以
下「協議会」という。）」を設置しています。
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また、環境放射線及び温排水等の測定に関す
る技術的事項を検討するため、協議会に「石川
県環境放射線測定技術委員会」及び「石川県温
排水影響検討委員会」を設置しています。
令和３年度は、環境放射線監視及び温排水影
響調査の令和２年度、令和３年度の報告書につ
いて協議しました。
また、志賀原子力発電所の安全性に関する専
門的・技術的事項のうち重要なものについて、
原子力環境安全管理協議会での討議の前に、専
門家で集中的に討議する原子力安全専門委員会
をこれまでに平成２６年３月、８月及び平成２７年
３月・５月に開催しています。

⑥ 安全協定の遵守状況
県は、発電所の立入調査、周辺環境監視（排

水の水質調査）を定期的に実施し、安全協定の
遵守状況を確認しています。
トラブル事象が発生した場合には、北陸電力

から状況を聴取するとともに、立入調査により
現場確認を行っています。令和３年度は福島第
一原子力発電所事故を踏まえ北陸電力が実施し
ている安全対策や敷地内破砕帯の追加調査につ
いて、現地で確認を行いました。

⑦ 緊急時環境放射線モニタリング
緊急時環境放射線モニタリング（以下「緊急

時モニタリング」という。）は、原子力発電所
において事故が発生し、放射性物質又は放射線
の異常な放出あるいはそのおそれがある場合
に、
ア 周辺環境における放射線及び放射性物質に
関する情報を迅速に得て、必要な防護対策
を決定する。

イ 住民等及び環境への放射線の影響を評価
し、確定する。

ことを目的として実施するものです。
県は、緊急時モニタリングが円滑に実施でき
るよう、モニタリング要員の資質の向上に努め
るとともに、原子力防災訓練の一環として緊急
時モニタリング訓練を行い、モニタリング業務
の習熟と原子力防災対策の実効性の向上を図っ

ています。

（２）環境放射線監視
県、志賀町及び北陸電力では、「志賀原子力
発電所周辺環境放射線監視年度計画」に基づ
き、志賀原子力発電所に起因する放射線による
公衆の線量当量が年線量当量限度を十分下回っ
ていることを確認するため、志賀原子力発電所
の周辺において、
①環境放射線の常時監視（気象観測を含む。）
②熱ルミネセンス線量計（TLD）による積算
線量の測定
③環境試料の放射能測定

図３９ 線量率の測定結果（令和２年度分）
※ 空間放射線の測定値は、通常、宇宙や地面などからの自然放射線による
ものであり、０．０２０～０．１００マイクログレイ（μGy）／時 程度です。
日常よく見られる変動は、降雨による線量率の上昇であり、０．１００～０．２００
マイクログレイ（μGy）／時 程度となることがあります。
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を実施しています。
令和２年度（令和２年４月～令和３年３月）
の環境放射線監視結果は、空間放射線及び環境
試料中の放射能濃度とも、志賀原子力発電所に
起因する環境への影響は認められませんでし
た。なお、各調査項目の結果は次のとおりです。

① 空間放射線
ア 線量率
環境放射線観測局及びモニタリングポストに
おける線量率の測定結果は、平均値で２７．８～
５７．２nGy/h であり、過去の測定値と同程度でし
た。（図３９）

イ 積算線量
モニタリングポイント（４５ヵ所）における３
ヵ月毎の積算線量の測定結果は、０．１０～
０．１６mGy／９１日であり、過去の測定値と同程度
でした。

② 環境試料中の放射能
ア 大気中放射性物質
志賀局における大気中放射性物質の全アル
ファ放射能は０．０４～８．６Bq/m３（過去３年間の測
定結果：０．０２～９．８Bq/m３）でした。
志賀局、発電所モニタリングポスト（２局）
における大気中放射性物質の全ベータ放射能は
０．０５～１１Bq/m３（過去３年間の測定結果：ND
（下限値未満）～１５Bq/m３）でした。

イ 放射性核種分析
環境試料について測定された人工放射性核種
セシウム‐１３７（Cs‐１３７）及びストロンチウム‐
９０（Sr‐９０）については、いずれの濃度も過去
の測定値と同様に低い値でした。（図４０）

（３）温排水影響調査
県、志賀町及び北陸電力では、「志賀原子力
発電所温排水影響調査年度計画」に基づき、志
賀原子力発電所の取放水に伴う海域環境の変化
の状況を把握するために、
①温排水拡散調査（水温分布、流況）

②海域環境調査（水質、底質）
③海生生物調査（底生生物等）
を四半期ごとに実施しています。
平成１７年度より２号機の温排水が放出される

ことから、その２年前の平成１５年度に１、２号機
の事前調査と位置付けて、調査を実施しました。
令和２年度は１号機、２号機とも運転停止中
であり、温排水は放水されていませんでした。
水温調査について、平均水温は、春季は高め
の値であり、夏季、秋季、冬季は過去の範囲で
した。鉛直的には、上下層間の差は、春季、夏
季は大きく、秋季、冬季は小さくなりました。
水質、底質調査では、水質における冬季のクロ
ロフィル aが低いほかは、ほぼ同程度でした。
海生生物調査では、春季、夏季のメガロベント
ス（サザエ）は一部側線で多く、冬季のイワノ
リ調査で湿重量がやや多く、卵調査で平均卵数
が多く（ほとんどがマイワシ）、また植物プラ

図４０ 環境試料中のセシウム‐１３７、ストロンチ
ウム‐９０、トリチウムの測定結果（令和
２年度分）
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ンクトン調査で平均細胞数が少なかったです。
そのほかはほぼ同程度でした。

（４）原子力安全対策に関する広報
県は、環境放射線について、学校の生徒に親
しみながら体験的に学習してもらうため、高等
学校の教師、生徒等の参加を得て、環境放射線
測定教室（初回：昭和６３年度）を開催していま
す。（令和２、３年度は、新型コロナウイルス
感染症の感染拡大防止のため中止）。
また、原子力安全確保対策に関する広報の一
環として、各種イベント等に参加して実際に身
の回りの放射線の測定を体験してもらう「環境
放射線広報キャラバン隊」の実施や、パンフレ
ットの作成・配布等により環境放射線や原子力
発電の安全性などに対する知識の普及を図って

います。

表３４ 令和３年度環境放射線広報キャラバン隊実績

３年７月１１日 放射線測定教室（能登原子力セン
ター）

３年１２月２０日
～４年２月２８日

エコフェスいしかわ in Web

図４１ 水温水平分布調査結果（単位：℃）
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第３節 環境美化、修景、景観形成

１ 環境美化
（１）河川愛護活動の支援

＜河川課＞
県では、身近な親水空間である河川敷を良好
な状態に保持するため、河川愛護団体の実施す
る河川清掃活動を支援しています。令和３年度
には、河川愛護団体により延長約５１６kmの河川
において、除草や清掃が行われました。
また、平成２４年度からは、地域のボランティ

ア団体と地元企業が連携して実施するいしかわ
我がまちアドプト制度「地域連携河川環境創出
事業」を取り入れ、令和３年度には、県内の３１
団体がこの制度による河川の美化活動に取り組
みました。

（２）クリーンビーチいしかわの支援
＜水産課＞

県では、管下市町と共に、海岸の清掃活動を
中心にした環境美化に対する普及啓発活動を支
援しています。令和３年は、新型コロナウイル
ス感染症対策を講じつつ、県内の海岸・河川・
湖沼の清掃を実施し、延べ２６，７５９人の参加があ
りました。

（３）道路愛護活動の支援
＜道路整備課＞

県では、通行車両の安全確保、維持管理費の
縮減、道路への愛着心の向上の観点から、道路
愛護団体等の実施する道路清掃活動を支援して
います。令和３年度には、２０６団体により清
掃・除草が行われました。
また、平成２２年度からは、地域のボランティ
ア団体と地元企業が連携して実施するいしかわ
我がまちアドプト制度「地域連携沿道環境創出
事業」を立ち上げ、道路愛護活動への支援を行
っています。

２ 生活空間の緑化・修景
都市公園などの身近な緑とゆとりのある生活
環境を目指した施策を進めており、良好な景観

と美観風致の維持、地域の歴史的な景観の保全
が図られています。

（１）都市公園等整備事業の推進
＜公園緑地課＞

県では、地域の歴史文化や自然等を保全活用
し、健康で生き生きとした暮らしを支えるため
に、市町とも役割分担を行いつつ県民のニーズ
に対応した都市公園の整備を進めており、令和
元年度末現在の一人あたりの都市公園面積は
１５．１４m２となっております。令和３年度は、金
沢城公園（金沢市）、木場潟公園（小松市）、能
登歴史公園（七尾市）等の県営公園、その他市
町公園で整備を進めました。

（２）市町緑の基本計画の策定推進
＜公園緑地課＞

緑の基本計画は、緑地保全及び緑化推進、都
市公園の整備等、都市の緑の総合的なマスター
プランとして、都市計画区域を有する市町が定
めることとされています。
本県では、令和３年度末現在で、対象となる

１７市町の内、１２市町で策定されています。
県としては、未策定の市町における早期の策
定や策定済みの市町への見直しを促していくこ
ととしています。

（３）都市緑化推進事業の推進
＜公園緑地課・道路整備課＞

緑豊かでうるおいのあるまちづくりの実現の
ためには、行政、企業、県民がそれぞれの立場
で主体的に、かつ相互に協力しながら、緑化に
取り組む必要があります。
このため、県では、平成１５年度から地域の緑
化リーダーとなる人材「緑と花のまちづくり推
進員」の養成を行い、令和３年度末現在では、
２０７名の方が推進員に登録されています。
また、県民が行う緑化推進活動への助成など
を通じて、緑のまちづくりを進めています。
さらに、道路についても、ドライバーや歩行
者に快適に道路を利用してもらうため、適切な
街路樹の維持管理に努めています。
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３ 地域の良好な景観の保全と創出
（１）計画的な都市政策による歴史的な街並みや
水・緑を活かした個性とうるおいのある景観
の保全と創出 ＜都市計画課＞
県では、県土の優れた景観の形成に関し基本
となる方向性を示し、良好な景観形成に努める
ため、全国で初めての取り組みとして「石川県
景観条例」と「石川県屋外広告物条例」を一本
化して、本県独自の理念や施策を盛り込んだ「い
しかわ景観総合条例」を平成２１年１月に施行
し、また、これに基づく県全域にわたる基本的
な景観形成の方針を示す「いしかわ景観総合計
画」等を作成しました。これにより、市町を超
えた景観づくり、屋外広告物を含めた景観施策
の一体的な推進、また官民協働の推進体制の充
実などの施策を展開しています。
また、同年３月には、県が先導的に公共事業
による良好な景観の創出を図るための指針とし
て「公共事業ガイドライン」を策定しました。
県事業への適用はもちろん国や市町にもガイド
ラインの適用を働きかけています。

（２）街なみ景観魅力アップ整備事業の推進
＜都市計画課＞

平成２１年１月に施行した「いしかわ景観総合
条例」を拠り所に、官民協働で景観づくりを推
進するプロジェクトとして、歴史的・文化的地
区や温泉街・商店街において無電柱化を核とし
た沿道建物の保全や修景、屋外広告物の整理、
舗装や照明などの道路修景を行い、総合的な街
なみ景観の向上を図る「街なみ景観魅力アップ
整備事業」を創設し、平成２１年度より実施して
います。
令和３年度は、金沢市（石引～小立野、小立
野、寺町、東山～森山、堀川、新神田～中村町、
金沢港前）、小松市（粟津温泉、龍助町）、加賀
市（山中温泉）、輪島市（河井町～杉平町）、白
山市（鶴来本町）、穴水町（川島）の１３地区で、
重点的に整備を推進しています。

（３）景観計画・眺望計画等の事前届出による規
制・誘導等 ＜都市計画課＞
県では、「いしかわ景観総合条例」に基づき

「景観計画・眺望計画」を策定しました。高さ
が１３mを超えるなど所定の規模を超える建築物
等の建設にあたり、良好な景観を守るにふさわ
しい高さや色彩などを適正に規制・誘導してい
ます。
また、「景観影響評価指針」を策定し、高さ

６０mを超える建築物等に関しては、あらかじめ
景観への影響を評価し、提出することも義務付
けています。

（４）屋外広告物の規制・誘導による沿道景観の
保全の推進 ＜都市計画課＞
昭和３９年に「石川県屋外広告物条例」を制定

し、屋外広告物について必要な規制を行い、美
観風致を維持してきました。平成２１年１月から
は、「いしかわ景観総合条例」により、屋外広
告物に対して色彩の基準を設けるなどの規制・
誘導を行っています。

（５）街なみ環境整備事業の推進
＜建築住宅課＞

街なみ環境整備事業は、生活道路等の地区施
設が未整備であったり、街なみが良好な景観を
有していないなど、住環境の整備改善を必要と
する地区において、地方公共団体及びまちづく
り協定を結んだ住民が協力して、ゆとりと潤い
のあるまちづくりを進めるものです。
令和３年度においては、県内では金沢市旧城
下町周辺地区など８地区で事業を行っており、
緑道の整備や住宅等の修景整備による統一感の
ある街なみの創出が進められています。

第４節 開発行為に係る環境配慮

１ 環境影響評価制度
＜環境政策課＞

環境影響評価（環境アセスメント）とは、開
発行為や事業の実施が環境に与える影響を、事
業者自らが調査、予測及び評価を行い、その結
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果を公表し、住民や自治体の意見を聞いて環境
の保全の観点からよりよい事業計画を作り上げ
ていこうとする制度のことです。

（１）国及び石川県における環境影響評価制度
「環境影響評価法」は、規模が大きく環境に
大きな影響を及ぼすおそれがあるものを対象事
業と規定し、環境影響評価手続を義務づけてお
り、平成１１年６月に施行されました。その後、
平成２４年４月から平成２５年４月にかけて、事業
の位置、規模等の検討段階における手続（配慮
書の作成）や対象事業に風力発電所を追加し、
また、令和２年４月には太陽光発電所を対象事
業に追加するなど、逐次改正されています。
本県では平成１１年３月に「石川県環境影響評
価条例」を公布し、同年６月に規則と技術指針
を制定し、同月から施行しました。（表３５）条
例では、同法に定める規模よりも小さな事業や
廃棄物焼却施設などの同法に定められていない
事業も対象としています。
なお、この「石川県環境影響評価条例」は、

平成１６年４月に施行された「ふるさと石川の環
境を守り育てる条例」に統合されました。令和
４年６月には、同条例及び規則を改正し、事業
の位置、規模等の検討段階における手続（配慮
書の作成）や、同法施行令の改正に伴い、法の
対象外となる規模の風力発電所を対象事業に追
加し、令和４年１０月に施行しました。

（２）石川県における環境影響評価の実施状況
本県の対象事業については、「環境影響評価
法」及び「石川県環境影響評価条例」の施行後、
法対象事業３件、条例対象事業７件、計１０件の
事業が環境影響評価手続きを終了し、令和３年
度末現在、法対象事業１５件が手続き中です。（表
３６）

２ 石川県開発事業等環境配慮指針
＜環境政策課＞

大規模な開発事業は、「環境影響評価制度」の
対象となりますが、事業の種類や規模を問わ
ず、環境への負荷の低減を図ることが必要であ

り、「ふるさと環境条例」では、「事業者は土地
の形質の変更、工作物の新設等にあたっては、
環境汚染や自然環境の改変後の状況把握に努
め、事業の実施による環境への配慮に努めるこ
と」としています。
本県では、事業者の環境への配慮を促すた
め、開発事業等における具体的な手順や配慮項
目を事例で示した「石川県開発事業等環境配慮
指針」を平成１６年度に作成し、県のホームペー
ジに掲載しています。
なお、県が行う公共事業については、部局毎
に指針に沿って作成したマニュアルによって環
境配慮がなされるようになっています。

＜石川県開発事業等環境配慮指針＞
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kankyo/assess
/hairyo.html
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表３５ 国と県における環境影響評価制度の歩み
年 国 石 川 県

S５４（１９７８） 中央公害対策審議会から「環境影響評価制度のあり方について」の
答申

S５６（１９８１） 「環境影響評価法案」が国会審議開始
S５８（１９８３） 衆議院解散により法案は審議未了・廃案
S５９（１９８４） 環境影響評価が閣議決定により制度化。

当面は「環境影響評価実施要綱」を根拠として環境影響評価を実施
H ２（１９９０） リゾートブームによるゴルフ場開発ラッシュに対応する

ため「石川県ゴルフ場環境影響調査実施要領」を制定
（１６件のゴルフ場開発案件を審査）

H ５（１９９３） 「環境基本法」公布。法の中で環境影響評価の推進がうたわれる
H ６（１９９４） 「環境基本計画」公表
H ７（１９９５） 「石川県環境影響評価要綱」を公布・施行。併せて「環

境影響評価技術指針」を公表
H ８（１９９６）６月 内閣総理大臣より中央環境審議会に対し「今後の環境影響評価制

度の在り方について」諮問
H ９（１９９７）２月 中央環境審議会から「今後の環境影響評価制度の在り方について」

の答申
H ９（１９９７）６月 「環境影響評価法」公布
H１１（１９９９）３月 「石川県環境影響評価条例」を公布
H１１（１９９９）６月 「環境影響評価法」施行 「石川県環境影響評価条例施行規則」及び「環境影響評

価技術指針」を制定
「石川県環境影響評価条例」を施行

H１６（２００４）４月 「石川県環境影響評価条例」を廃止し、「ふるさと石川の
環境を守り育てる条例」に組み込み

H２３（２０１１）４月 配慮書手続きの新設など改正「環境影響評価法」公布
H２４（２０１２）４月～
H２５（２０１３）４月

「環境影響評価法」の段階的な施行

R ４（２０２２年）１０月 配慮書手続きの新設など改正「ふるさと石川の環境を守り育てる
条例」施行

表３６ 石川県における環境影響評価の実施状況
事 業 名 種 類 事業場所 規 模 根拠 備 考

能越自動車道
（七尾～大泊） 道 路 七尾市千野町～

七尾市大泊
４車線
延長１２．５km 法 手続き終了

（～H１２．２．１０）
一般国道１５９号
羽咋道路 道 路 羽咋市四柳～

押水町宿
４車線
延長１２．６km 法 手続き終了

（～H１２．１２．１３）

RDF専焼炉 ごみ焼却施設 志賀町矢駄 処理能力
１６０t／日 条例 手続き終了

（～H１３．２．１）

金沢市西部クリーンセンター ごみ焼却施設 金沢市東力町 処理能力
３５０t／日 条例 手続き終了

（～H２０．２．２９）
新廃棄物埋立場
（金沢市）

一般廃棄物
最終処分場

金沢市中山町、
戸室新保

埋立面積
１２．１ha 条例 手続き終了

（～H２１．４．２）
能越自動車道
（田鶴浜～七尾） 道 路 七尾市三引～

七尾市千野
４車線
延長約１０km 法 手続き終了

（～H２３．１２．１３）

小松市環境美化センター ごみ焼却施設 小松市大野町 処理能力
１２２t／日 条例 手続き終了

（～H２６．７．３１）

門前クリーンパーク 産業廃棄物
最終処分場

輪島市門前町
大釜

埋立面積
１７．６７ha 条例 手続き終了

（～H２９．７．１０）
七尾大田火力発電所
石炭灰処分場

産業廃棄物
最終処分場 七尾市大田町 埋立面積

１２ha 条例 手続き終了
（～H３０．８．２７）

エネルギー回収型
廃棄物処理施設 ごみ焼却施設 津幡町能瀬 処理能力

１１８t／日 条例 手続き終了
（～R１．９．６）

（仮称）西能登ウィンドファーム 風力発電施設 輪島市門前～
志賀町富来

発電電力
最大１０２，０００kW 法 手続き中

（H２９．８．３１～）

（仮称）輪島ウィンドファーム 風力発電施設 輪島市 発電電力
最大９０，３００kW 法 手続き中

（H３０．５．８～）

（仮称）七尾志賀風力発電事業 風力発電施設 七尾市、志賀町、穴水町 発電電力
最大５０，４００kW 法 手続き中

（R１．８．２０～）

（仮称）あわら沖洋上風力発電事業 風力発電施設 福井県あわら市沖 発電電力
最大２００，０００kW 法 手続き中

（R１．９．２６～）

（仮称）福井県あわら洋上風力発電事業 風力発電施設 福井県あわら市沖 発電電力
最大３５０，０００kW 法 手続き中

（R１．１１．１９～）

（仮称）志賀風吹岳風力発電事業 風力発電施設 七尾市、志賀町 発電電力
最大４９，５００kW 法 手続き中

（R２．５．１１～）

（仮称）能登中風力発電事業 風力発電施設 七尾市、志賀町、中能登町 発電電力
最大６８，８００kW 法 手続き中

（R２．６．１１～）

（仮称）中能登ウインドファーム事業 風力発電施設 七尾市、志賀町、中能登町 発電電力
最大６４，５００kW 法 手続き中

（R２．６．１５～）

（仮称）輪島市南志見風力発電事業 風力発電施設 輪島市、能登町 発電電力
最大２３，０００kW 法 手続き中

（R２．７．２～）

（仮称）能登里山風力発電事業 風力発電施設 七尾市、穴水町 発電電力
最大７１，４００kW 法 手続き中

（R２．７．２７～）

（仮称）虫ヶ峰風力発電事業 風力発電施設 七尾市、志賀町 発電電力
最大７１，５００kW 法 手続き中

（R２．８．１８～）

（仮称）深見町ウィンドファーム事業 風力発電施設 輪島市、能登町 発電電力
最大３２，４００kW 法 手続き中

（R２．８．２５～）

（仮称）志賀風力発電事業 風力発電施設 志賀町 発電電力
最大２９，４００kW 法 手続き中

（R２．８．２６～）

（仮称）福井洋上風力発電事業 風力発電施設 福井県あわら市沖 発電電力
最大３５０，０００kW 法 手続き中

（R３．５．１８～）

（仮称）珠洲大谷峠ウィンドファーム事業 風力発電施設 珠洲市 発電電力
最大３６，０００kW 法 手続き中

（R３．８．２５～）
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